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Ⅰ 地域経済の概況 
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地域経済の概況 

 

 

○２年７月判断と比べた２年１０月判断の地域経済の動向 

「総括判断」は、全地域で「上方修正」。 

 

○２年１０月判断の全局総括判断 

「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるものの、持ち直しの動

きがみられる」 

 

 

【財務局等の管轄区域】 

 

財務局等 指標中略称 管轄都道府県 本局所在地

北海道財務局 北海道 北海道 札幌市

東北財務局 東北
宮城県、青森県、岩手県、秋田
県、山形県、福島県

仙台市

関東財務局 関東
埼玉県、茨城県、栃木県、群馬
県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、山梨県、長野県

さいたま市

北陸財務局 北陸 石川県、富山県、福井県 金沢市

東海財務局 東海 愛知県、岐阜県、静岡県、三重県 名古屋市

近畿財務局 近畿
大阪府、滋賀県、京都府、兵庫
県、奈良県、和歌山県

大阪市

中国財務局 中国
広島県、鳥取県、島根県、岡山
県、山口県

広島市

四国財務局 四国 香川県、徳島県、愛媛県、高知県 高松市

九州財務局 九州
熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島
県

熊本市

福岡財務支局 福岡 福岡県、佐賀県、長崎県 福岡市

沖縄総合事務局財務部 沖縄 沖縄県 那覇市
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全財務局　管内経済情勢報告

（注）※ ２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。
　　　※ 下線部が基調判断。

近  畿

新型コロナウイルス感染症の影響
により、極めて厳しい状況にある
ものの、足下では下げ止まりの動
きがみられる

四  国

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる

中  国

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、百貨店・スーパーやコンビニエンスストアの販売額
が減少するなど、感染症の影響がみられるものの、食料品が引き
続き堅調に推移するなど、持ち直しの動きがみられる。観光は、
入域観光客数が大幅に減少するなど、感染症の影響により、厳し
い状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる。雇用
情勢は、有効求人倍率が低下するなど、感染症の影響により、弱
い動きとなっている。

沖  縄

新型コロナウイルス感染症の影響
により、極めて厳しい状況にある
ものの、足下では下げ止まりの動
きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、緩やかな持ち直しの動きがみ
られる

個人消費は、スーパーが堅調であるほか、各種政策の効果もあ
り、家電販売や観光等に持ち直しの動きなどがみられることか
ら、全体としては感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直し
ている。生産活動は、輸送機械が弱い動きとなっているものの、
電気機械や汎用・生産用機械で緩やかに持ち直しつつあることか
ら、全体としては下げ止まりの動きがみられる。雇用情勢は、感
染症の影響により、弱い動きとなっている。

社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、個人消費は感染
症の影響が残るものの持ち直しており、生産活動は輸送機械を中
心に着実に持ち直している。こうしたなか、雇用情勢は弱い動き
となっている。

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるもの
の、ドラッグストア販売やホームセンター販売が好調であるな
ど、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウイルス
感染症の影響がみられるものの、輸送機械が増加しているなど、
持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感
染症の影響により、弱含んでいる。

個人消費は、スーパーや家電等の販売が堅調となっているなど持
ち直しつつある。生産活動は、生産用機械や電気・情報通信機械
等が上昇しているなど緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、
有効求人倍率が引き続き低下しているなど弱い動きとなってい
る。

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるもの
の、百貨店・スーパー販売額及びコンビニエンスストア販売額の
減少幅が縮小しているなど、緩やかに持ち直しつつある。生産活
動は、新型コロナウイルス感染症の影響により、自動車の生産台
数が前年を下回っているものの、輸出向けを中心に回復している
など、一部に持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、弱い動き
となっている。

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるもの
の、百貨店・スーパー販売が持ち直しつつあり、ホームセンター
販売や家電大型専門店販売は前年を上回っているなど、持ち直し
つつある。生産活動は、感染症の影響がみられるものの、緩やか
に持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が低下している
など、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

個人消費は、ドラッグストア販売やホームセンター販売が好調と
なっており、家電大型専門店販売は持ち直している。また、百貨
店・スーパー販売が緩やかに持ち直しつつあるなど、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続いているものの、
緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、電子部品・デバイスが
持ち直しており、化学が拡大しているほか、生産用機械が下げ止
まりつつあることなどから、全体では下げ止まっている。雇用情
勢は、有効求人倍率が低下していることなどから、弱い動きと
なっている。

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるもの
の、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウイルス
感染症の影響がみられるものの、電子部品・デバイスが自動車向
けなどで堅調となっているほか、輸送機械が持ち直しているな
ど、足下では緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている。

個人消費は、スーパー販売で「巣ごもり消費」から、主力の食料
品が堅調に推移しており、持ち直しの動きがみられる。生産活動
は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、新型コロナウイルス感
染症の影響により、弱い動きとなっている。観光は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により厳しい状況にあるものの、持ち直し
の動きがみられる。

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、スーパー販売額、
ドラッグストア販売額が前年を上回っているほか、百貨店販売
額、コンビニエンスストア販売額に持ち直しの動きがみられるな
ど、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみられるも
のの、輸送機械、化学、電気機械が増加しているなど、緩やかに
持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動き
となっている。

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、社会経済活動のレ
ベルを引き上げていくなかで、持ち直しつつある。生産活動は、
感染症の影響がみられるものの、自動車を中心に、持ち直しつつ
ある。雇用情勢は、雇用者数で底堅さがみられるものの、感染症
の影響により、引き続き弱い動きとなっている。

前回（２年７月判断）

北海道

新型コロナウイルス感染症の影響
により極めて厳しい状況にあるも
のの、経済活動の再開に伴い、一
部に下げ止まりの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により厳しい状況にあるものの、
一部に持ち直しの動きがみられる

財務局名 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 各財務局の総括判断の要点

全局総括

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まり、一部で
持ち直しの動きがみられる

今回（２年１０月判断）
前回との
基調比較

前回との
基調比較

全局総括判断の要点

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、緩やかな持ち直しの動きがみ
られる

九  州

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、緩やかに持ち直しつつある

福  岡

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、緩やかに持ち直しつつある

北  陸

新型コロナウイルス感染症の影響
により、一部に厳しい状況が残る
ものの、持ち直している

東  海

東  北

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では持ち直しの動きがみ
られる

関  東

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況が続いている
ものの、一部では下げ止まりの動
きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況が続いている
ものの、一部では緩やかに持ち直
しつつある
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（参考）財務局及び財務事務所において判断した各地域の経済情勢

総括判断（２年１０月判断）
前回と
の比較

総括判断の要点

北海道財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にある
ものの、一部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は、スーパー販売で「巣ごもり消費」から、主力の食料品が堅調に推移しており、持ち直しの動きがみられる。
生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている。観
光は、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる。

東北財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウ
イルス感染症の影響がみられるものの、電子部品・デバイスが自動車向けなどで堅調となっているほか、輸送機械が持ち
直しているなど、足下では緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動き
となっている。

➣ 青　森
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は感染症の影響がみ
られるものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 岩　手
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は感染症の影響がみ
られるものの、足下では緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 宮　城
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は感染症の影響がみ
られるものの、足下では緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 秋　田
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、一部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつあり、生産活動は感染症の影響が
みられるものの、足下では緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 山　形
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は感染症の影響がみ
られるものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

➣ 福　島
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は感染症の影響がみ
られるものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動きとなっている。

関東財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、スーパー販売額、ドラッグストア販売額が前年を上回っているほか、百貨
店販売額、コンビニエンスストア販売額に持ち直しの動きがみられるなど、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影
響がみられるものの、輸送機械、化学、電気機械が増加しているなど、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症
の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 茨　城
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、一部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみられるものの、一部に
持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱含んでいる。

➣ 栃　木
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、個人消費は持ち直しつつあり、生産活動は持ち直しの動きがみられ
る。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 群　馬
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、持ち直している。生産活動は、感染症の影響がみられるものの、持ち直し
の動きがみられる。また、雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 埼　玉
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみられるものの、緩やか
に持ち直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 千　葉
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある。生産活動は、新型コロナウイルス
感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱
い動きとなっている。

➣ 東　京
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、下げ止まっており、横ばいの状況にある

個人消費や産業活動は、新型コロナウイルス感染症の影響が残るものの、下げ止まっており、横ばいの状況にある。雇用
情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。

➣ 神奈川
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみら
れるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 新　潟
新型コロナウイルス感染症の影響が続いているものの、一
部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響が続いているものの、持ち直しの動きがみられる。生産活動は、感染症の影響が続いているも
のの、一部に持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 山　梨
新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、一部
に持ち直しの動きがみられる

個人消費は感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。生産活動は感染症の影響がみられるものの、下
げ止まりつつある。雇用情勢は感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 長　野
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、一部に持ち直しの動きがみられる

新型コロナウイルス感染症の影響により、生産活動は足踏みの状況、雇用情勢は弱い動きとなっているものの、個人消費
は持ち直しの動きがみられる。

北陸財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、ドラッグストア販売やホームセンター販売が好調となっており、家電大型専門店販売は持ち直している。ま
た、百貨店・スーパー販売が緩やかに持ち直しつつあるなど、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続
いているものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、電子部品・デバイスが持ち直しており、化学が拡大している
ほか、生産用機械が下げ止まりつつあることなどから、全体では下げ止まっている。雇用情勢は、有効求人倍率が低下し
ていることなどから、弱い動きとなっている。

➣ 富　山
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直しつつある。生産
活動は下げ止まっている。また、雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 石　川
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直しつつある。生産
活動は下げ止まっている。また、雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 福　井
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では緩やかに持ち直しつつある

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直しつつある。生産
活動は下げ止まりつつある。また、雇用情勢は弱い動きとなっている。

東海財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に厳しい状
況が残るものの、持ち直している

社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、個人消費は感染症の影響が残るものの持ち直しており、生産活動は輸送
機械を中心に着実に持ち直している。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 岐　阜
新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に厳しい状
況が残るものの、持ち直している

感染症の影響により、一部に弱い動きがみられるものの、個人消費、生産活動ともに持ち直している。こうしたなか、雇
用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 静　岡
新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に厳しい状
況が残るものの、持ち直している

感染症の影響が残るものの、個人消費は家電販売や乗用車販売を中心に持ち直しているほか、生産活動は輸送機械を中心
に着実に持ち直している。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 愛　知
新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に厳しい状
況が残るものの、持ち直している

個人消費は感染症の影響が残るものの持ち直しており、生産活動は輸送機械を中心に着実に持ち直している。こうしたな
か、雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 三　重
新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に厳しい状
況が残るものの、持ち直している

個人消費は感染症の影響が残るものの持ち直しており、生産活動は輸送機械を中心に持ち直している。こうしたなか、雇
用情勢は弱い動きとなっている。

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。
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総括判断（２年１０月判断）
前回と
の比較

総括判断の要点

近畿財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、スーパーや家電等の販売が堅調となっているなど持ち直しつつある。生産活動は、生産用機械や電気・情報
通信機械等が上昇しているなど緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が引き続き低下しているなど弱い
動きとなっている。

➣ 滋　賀
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は緩やかに持ち直しており、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 京　都
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる

個人消費及び生産活動は、緩やかな持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 大　阪
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は持ち直しつつあり、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 兵　庫
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は緩やかに持ち直しており、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動きとなっている。

➣ 奈　良
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、一部で持ち直しの動きがみられる

個人消費は一部で持ち直しの動きがみられ、生産活動は下げ止まりの動きがみられる。雇用情勢は弱い動きとなってい
る。

➣ 和歌山
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は持ち直しつつあり、生産活動は下げ止まりの動きがみられる。雇用情勢は弱い動きとなっている。

中国財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、ドラッグストア販売やホームセンター販売が好調であ
るなど、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、輸送機械が増加し
ているなど、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。

➣ 鳥　取
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は新型コロナウイ
ルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は新型コロナウイルス感染症の影響により、
弱い動きとなっている。

➣ 島　根
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、明るい兆しがみられる

個人消費は感染症の影響が残るものの明るい兆しがみられており、生産活動は一部に下げ止まりの兆しがみられるものの
弱めの動きとなっている。また、雇用情勢は改善が続いてきたが感染症の影響がみられる。

➣ 岡　山
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響が残るものの、持ち直しの動きがみられる。生産活動は、足下では一部に
持ち直しに向けた動きがみられるものの、弱い動きとなっている。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響がみら
れ、弱含んでいる。

➣ 広　島
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウ
イルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、弱含んでいる。

➣ 山　口
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウ
イルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、弱い動きがみられる。

四国財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、スーパーが堅調であるほか、各種政策の効果もあり、家電販売や観光等に持ち直しの動きなどがみられるこ
とから、全体としては感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、輸送機械が弱い動きとなって
いるものの、電気機械や汎用・生産用機械で緩やかに持ち直しつつあることから、全体としては下げ止まりの動きがみら
れる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 徳　島
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費、生産活動については、感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢については、弱い動
きが続いている。

➣ 香　川
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、下げ止まりの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、弱い動きとなっている。雇用情勢は、
感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 愛　媛
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、下げ止まりの動きがみられる。雇用情
勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 高　知
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きがみられる

個人消費は、感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、下げ止まりの動きがみられる。雇用情
勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

九州財務局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、百貨店・スーパー販売が持ち直しつつあり、ホームセ
ンター販売や家電大型専門店販売は前年を上回っているなど、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみられる
ものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が低下しているなど、感染症の影響により、弱い動きと
なっている。

➣ 熊　本
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、百貨店・スーパー販売が持ち直しつつあり、ホームセ
ンター販売や家電大型専門店販売は前年を上回っているなど、持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響がみられる
ものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が低下しているなど、感染症の影響により、弱い動きと
なっている。

➣ 大　分
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しつつある

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、ドラッグストア販売額やホームセンター販売額が前年
を上回っているほか、足下では百貨店・スーパーで客足の戻りがみられるなど、持ち直しつつある。生産活動は、感染症
の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しているほか、雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

➣ 宮　崎
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、家電大型専門店販売やホームセンター販売が前年を上
回っているなど、緩やかに持ち直しつつある。また、生産活動は、一部に下げ止まりの動きがみられるものの、感染症の
影響により、弱い動きが続いているほか、雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きが続いている。

➣ 鹿児島
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかに持ち直しつつある

個人消費は、引き続き宿泊・観光面で新型コロナウイルス感染症の影響による落ち込みがみられる一方、新車販売で下げ
止まりがみられることや百貨店・スーパー販売で前年を上回ったことなどから、感染症の影響がみられるものの、緩やか
に持ち直しつつある。生産活動は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、感染症の影響により、一進一退の状況にあ
る。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きが続いている。

福岡財務支局
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、百貨店・スーパー販売額及びコンビニエンスストア販
売額の減少幅が縮小しているなど、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響により、
自動車の生産台数が前年を下回っているものの、輸出向けを中心に回復しているなど、一部に持ち直しの動きがみられ
る。雇用情勢は、弱い動きとなっている。

➣ 福　岡
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、百貨店・スーパー販売額及びコンビニエンスストア販
売額の減少幅が縮小しているなど、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響により、
自動車の生産台数が前年を下回っているものの、輸出向けを中心に回復しているなど、一部に持ち直しの動きがみられ
る。雇用情勢は、弱い動きとなっている

➣ 佐　賀
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、百貨店・スーパー販売額及び専門量販店販売額は前年
を上回っており、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、輸送機械を中心に、一部に持ち直しの動きがみられる。雇用
情勢は、弱い動きとなっている。

➣ 長　崎
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、一部に持ち直しの動きがみられる

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は横ばいの状況
にあり、雇用情勢は同感染症の影響により、弱い動きとなっている。

新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる

個人消費は、百貨店・スーパーやコンビニエンスストアの販売額が減少するなど、感染症の影響がみられるものの、食料
品が引き続き堅調に推移するなど、持ち直しの動きがみられる。観光は、入域観光客数が大幅に減少するなど、感染症の
影響により、厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、有効求人倍率が低下するな
ど、感染症の影響により、弱い動きとなっている。

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。

沖縄総合事務局
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北海道財務局
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１．総論 

【総括判断】「新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にある 

ものの、一部に持ち直しの動きがみられる」 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響
により極めて厳しい状況にあるも
のの、経済活動の再開に伴い、一
部に下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により厳しい状況にあるものの、
一部に持ち直しの動きがみられる 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、スーパー販売で「巣ごもり消費」から、主力の食料品が堅調に推移しており、持ち直しの

動きがみられる。生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、弱い動きとなっている。観光は、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にあるものの、

持ち直しの動きがみられる。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響により一
部に弱さがみられるものの、足下では持ち直
しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響により一部
に弱さがみられるものの、持ち直しの動きが
みられる 

生産活動 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱
い動きとなっている 

一進一退の状況にある 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

設備投資 ２年度は前年度を下回る見込み ２年度は前年度を下回る見込み 

観光 
新型コロナウイルス感染症の影響により悪
化しているものの、足下では下げ止まりの動
きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響により厳し
い状況にあるものの、持ち直しの動きがみら
れる 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 
「下降」超幅が拡大 「下降」超幅が縮小 

住宅建設 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある 

公共事業 前年を上回る 前年を下回る 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、各

種政策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、感染症が地域経済に与える影

響に十分注意する必要がある。 

北海道財務局
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により一部に弱さがみられるものの、持ち直しの動 

きがみられる」 

スーパー販売は、「巣ごもり消費」から、主力の食料品が生鮮食品を中心に堅調に推移しており、緩や

かに持ち直している。コンビニエンスストア販売は、来店客数は低調であるものの、中食需要に関連する

総菜や冷凍食品が好調に推移し、持ち直しつつある。乗用車販売は、納車の遅れにより前年を下回ってい

るものの、足下では新型車効果などから下げ止まりつつある。ドラッグストア販売は、予防商品が堅調で

あるものの、化粧品需要の減少やインバウンド消費が剥落した影響がみられるなど、一進一退の状況にあ

る。百貨店販売は、インバウンド消費が剥落したことや催事の自粛などにより前年を下回っており、弱含

んでいる。家電販売は、大型家電の動きが鈍く、前年を下回っているものの、調理家電に動きがみられる

など持ち直しつつある。ホームセンター販売は、園芸用品やアウトドア用品などが好調であったことから、

前年を上回っている。 

このように、個人消費は全体として、新型コロナウイルス感染症の影響により一部に弱さがみられるも

のの、持ち直しの動きがみられる。 

（主なヒアリング結果） 
➢ ９月は、昨年の駆け込み需要の影響により売上の前年比伸び率は鈍化しているが、生鮮食品は依然として堅調で、８月ま

でと同様に高水準であると考える。（スーパー） 

➢ コロナ禍においては、特に観光地や幹線沿いの来店客数が悪いという状況が続いていたが、徐々に回復している。お盆頃

から、だんだんと人の流れが出てきたようである。（コンビニエンスストア） 

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により生産を一時停止していたため、半月から１か月程度の納車の遅れが発生していた

が、徐々に解消してきている。（乗用車販売店） 

➢ 引き続き予防商品は堅調であるものの、外出自粛の傾向が薄れるにつれ、消耗品類の売れ行きが伸びなくなっている。来

店の頻度も低下しつつある。（ドラッグストア） 

➢ コロナ禍における業績悪化により、アパレルを中心として撤退するブランドが出ている。ブランド撤退は全国的な動きの

ため、地方店舗は穴埋めが難しく、衣料品については今後も苦戦が予想される。（百貨店） 

➢ 昨年の駆け込み需要の影響により、８月と９月は多くの品目で前年を下回ったが、調理家電や理美容家電、健康家電など、

自宅で過ごす時間を充実させるための商品については好調を維持している。（家電量販店）      

 生産活動 「一進一退の状況にある」 

生産活動は、「鉄鋼業」、「化学・石油石炭製品」で設備の改修や定期修理により減少しているほか、「パ

ルプ・紙・紙加工品」などが減少しているものの、「輸送機械」などで増加しており、全体では一進一退

の状況にある。 

➢ 設備の大規模改修に伴い、当面の間、生産量の減少を織り込んでいる。（鉄鋼業） 

➢ サンマの不漁や長雨による野菜の不作により、輸送用段ボールの国内向け需要が減少している。（パルプ・紙・紙加工品） 

➢ ４月から６月にかけては週休日を設けるなど減産対応していたが、海外需要が好調であり、生産は平年並みまで回復して

いる。（輸送機械） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は、令和２年１月以降８か月連続して前年を下回っている。なお、完全失業率は前年を上

回っている。 

➢ ３密防止のため客室稼働率を抑えなければならず、雇止めした派遣社員などの再雇用の見通しは立っていない。宿泊料の

値上げは難しいため人件費を削る以外に方法はない。（宿泊業） 

➢ ホールスタッフの募集を取りやめていたが、テイクアウトの注文が増え客足が徐々に戻ってきたことから募集を再開し

た。（飲食業） 

➢ 中小企業は休業手当の全額が雇用調整助成金で手当される。このため、中小企業が多い北海道では、雇止めや解雇といっ

た雇用調整の動きは、本州に比べ比較的小康状態と言える。（公的機関） 

  

北海道財務局
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 設備投資 「２年度は前年度を下回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、「食料品」などで前年度を上回っているものの、「輸送用機械器具」、「金属製品」などで前年
度を下回っており、全体では前年度を下回っている。 

○ 非製造業では、「運輸業、郵便業」などで前年度を下回っているものの、「情報通信業」、「医療、福祉業」、
などで前年度を上回っており、全体では前年度を上回っている。 

➢ 元年度に投資を集中させた反動で、２年度の設備投資額は大幅に減額している。（輸送用機械器具） 

➢ 今年度は新社屋の建設を予定しているため、例年に比べて高額となっている。また、薬局への新システムの導入を行う。 

（医療、福祉業） 

 観光 「新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみら 

れる」 
○ 観光は、新型コロナウイルス感染症の影響により、来道客数、外国人入国者数ともに、前年を大幅に下回
っていることから厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる。 

➢ どうみん割やＧｏＴｏトラベル事業が始まり、個人客を中心に徐々に客足が戻り始めている。割安感が生じているためか、

露天風呂付などの高価格帯客室から予約が入る。（宿泊業）  

➢ 減便を実施している中ではあるが、需要の増加により臨時便を運航するなど、シルバーウィークは好調で、特に初日と最

終日は満席に近い状態だった。（運輸業）  

➢ インバウンドの宿泊は全くみられない。冬季については、国内客の動きが鈍く、インバウンド頼みになっている面がある

ため、今後の利用動向を懸念している。（宿泊業） 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、「窯業・土石製品」などで増益となっているものの、「輸送用機械器具」、「電気機械器具」な
どで減益となっており、全体では減益となっている。 

○ 非製造業では、「学術研究、専門・技術サービス業」などで増益となっているものの、「宿泊業、飲食サー
ビス業」、「運輸業、郵便業」などで減益となっており、全体では減益となっている。 

 企業の景況感 「「下降」超幅が縮小」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 企業の景況感を当局の法人企業景気予測調査（２年７－９月期）でみると、企業の景況判断ＢＳＩは、全    
産業では前四半期（２年４－６月期）に比べ、「下降」超幅が縮小している。 

  なお、先行きは、「下降」超幅が拡大する見通しとなっている。 

 住宅建設 「一進一退の状況にある」 

○ 住宅建設は、持家、貸家、分譲住宅いずれも減少しており、一進一退の状況にある。 

➢ 注文住宅は、７月以降、新型コロナウイルス感染症による大幅受注減からやや回復傾向にあるものの、コロナの影響で年

収が減少し、来年以降ローンを組める額が減る人が多くなると予想され、比較的高価な注文住宅市場は厳しいのではないか。

（不動産業） 

➢ 貸家は、供給過剰により建設需要が落ち込んできている。（専門調査機関） 

➢ 分譲戸建は、地価の高騰で価格が高止まりするマンション等と比べれば、価格を理由に需要層からの人気は根強いものの、

特に中心部では地価高騰の影響は避けられず、着工ベースではやや鈍化傾向にある。（専門調査機関） 

 公共事業 「前年を下回る」 

○ 公共事業を前払金保証請負金額でみると、第２四半期は、独立行政法人等、北海道が前年を上回っている
ものの、国、市町村が前年を下回っており、全体では前年を下回っている。 

 金融 「貸出金残高は前年を上回る」 

 企業倒産 「前年を下回る」 

 消費者物価 「前年を下回る」 

北海道財務局
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

項 目 前 回（２年７月判断） 今 回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
緩やかに持ち直しつつある 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活

動は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、電子部品・デバイスが自動車向けなどで堅

調となっているほか、輸送機械が持ち直しているなど、足下では緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢

は、新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前 回（２年７月判断） 今 回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響がみられる
ものの、足下では緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる
ものの、緩やかに持ち直している 

生産活動 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱
含んでいる 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる
ものの、足下では緩やかに持ち直しつつある 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い
動きとなっている 

設備投資 ２年度は減少見込み ２年度は減少見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 
「下降」超幅が拡大 「下降」超幅が縮小 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

公共事業 前年度を上回っている 前年度を上回っている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなか

で、各種政策の効果もあって、持ち直しに向けた動きが続くことが期待される。ただし、感染症が

地域経済に与える影響に十分注意する必要がある。 

東北財務局
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２．各論 
  

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している」 

スーパー販売は飲食料品が好調で前年を上回っている。百貨店販売は衣料品が低調となっていること

などから前年を下回っているものの、身の回り品の一部に動きがみられる。コンビニエンスストア販売は

前年を下回っている。ドラッグストア販売は新規出店効果のほか、衛生用品等が好調となっていることか

ら、前年を上回っている。ホームセンター販売は園芸用品等が好調となっていることから、前年を上回っ

ている。家電販売はテレビ、エアコン等が好調となっていることから、前年を上回っている。乗用車販売

は前年を下回っているものの、新車需要に持ち直しの動きがみられる。旅行は厳しい状況にあるものの、

需要喚起の取組により持ち直しの動きがみられる。このように、個人消費は、感染症の影響がみられるも

のの、緩やかに持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 感染症の影響による帰省やイベント自粛の動きから一部品目で売上が減少したが、内食需要等により全体的に好調となっ
ているため、売上は前年を上回っている。（スーパー、中小企業） 

➢ 外出自粛に加え、夏祭りの中止等により来店客数が戻らない中、特選ブランド品に動きがみられるなど、厳しい状況の中
でも良い傾向はうかがえる。（百貨店） 

➢ 自宅で食事をする機会の増加から引き続き冷凍食品が売れている。一方、イベントの中止などにより、来店客数の減少が 

続いている。（コンビニエンスストア、大企業） 

➢ 巣ごもり消費により飲食料品や日用品が、感染防止対策から衛生用品が引き続き好調となっている。（ドラッグストア、
大企業） 

➢ 特別定額給付金の効果で全般的に好調だったことに加え、８月の気温の上昇によりエアコン等もよく売れた。（家電量販
店、大企業） 

➢ 外出自粛の動きが弱まったことや新型車効果などにより、客数、受注ともに持ち直している。ただ、納期が遅れており、
販売額の水準はいまだ低い。（自動車販売、大企業） 

➢ ＧｏＴｏトラベルや各自治体で実施している施策により、徐々に取扱件数が増加している。（旅行代理店、大企業） 
 

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、足下では緩やかに持ち直しつつ 

ある」 

電子部品・デバイスは一部に弱い動きがみられるものの、国内外の自動車工場の生産回復等により、自

動車向けなどで堅調となっている。輸送機械は経済活動再開に伴う新車需要の回復に加え、足下では新型

車効果もあり、乗用車などで持ち直している。生産用機械は弱い動きとなっている。このように、生産活

動は、感染症の影響がみられるものの、足下では緩やかに持ち直しつつある。 

➢  国内外の自動車工場も稼働している状況となっており、自動車向けの生産が堅調となっている。（電子部品・デバイス、
大企業） 

➢ 在宅勤務や自宅学習の普及により、パソコン向けやデータセンター向けの需要が高まっており、生産量も増加している。 

（電子部品・デバイス、大企業） 

➢ 米中貿易摩擦の影響から、スマートフォン向けで中国からの受注が回復していない。（電子部品・デバイス、中堅企業） 

➢ 経済活動の再開により、新車需要が回復しているほか、新型車効果による受注増もあり、好調となっている。（輸送機械、
大企業） 

➢ ７月以降、完成車メーカーの生産回復に伴い、足下の受注は前年比９割程度まで戻ってきている。（輸送機械、大企業） 

➢ テレワークなどの感染症拡大防止対策に伴う半導体需要はあるものの、４～６月期の生産数量より減少している。（生産
用機械、中堅企業） 

  
 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

雇用情勢は、感染症の影響により、新規求人数がサービス業や宿泊・飲食業、小売業等で減少し、有効求人

倍率も低下しているなど、弱い動きとなっている。 

➢ 有効求人数は増加したが、有効求職者数の増加幅が上回り、有効求人倍率の低下につながった。（公的機関） 

➢ 非正規社員の解雇や雇止めの話がいくつかあり動向を注視している。（公的機関） 
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 設備投資   「２年度は減少見込み」（全産業） 「法人企業景気予測調査」 ２年７－９月期 

○ 製造業では、非鉄金属等で増加見込みとなっているものの、情報通信機械、輸送用機械等で減少見込みと
なっていることから、全体では減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、電気・ガス・水道等で減少見込みとなっているものの、運輸・郵便、金融・保険等で増加
見込みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ 不急の投資を先送りにしたことにより減少する見込み。（情報通信機械、大企業） 

➢ 物流施設の建設費用により増加する見込み。（運輸・郵便、中堅企業） 
 

 企業収益   「２年度は減益見込み」（全産業） 「法人企業景気予測調査」 ２年７－９月期 

○ 製造業では、情報通信機械等で減益見込み、輸送用機械等で赤字転化見込みとなっていることから、全体では減
益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、小売等で増益見込みとなっているものの、宿泊・飲食等で赤字転化見込み、情報通信等で減益見
込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超幅が縮小」（全産業） 「法人企業景気予測調査」 ２年７－９月期 

○ 現状（２年７－９月期）は「下降」超幅が縮小している。先行きは「下降」超で推移する見通しとなっている。 

 住宅建設   「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲いずれも前年を下回っている。 

 公共事業   「前年度を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額は、国を中心として前年度を上回っている。 

 消費者物価  「前年を下回っている」 

 金融     「貸出金残高は、前年を上回っている」 

 企業倒産   「件数、負債総額とも前年を下回っている」 
 

３．各県の総括判断 
 前 回（２年７月判断） 今 回（２年１０月判断） 

前回 
比較 

総括判断の要点 

青森県 
新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続い
ている 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況に
あるものの、緩やかに持ち直
しつつある 

 
 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、緩やかに持ち直して
おり、生産活動は感染症の影響がみられる
ものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情
勢は感染症の影響により弱い動きとなってい
る。 

岩手県 
新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続い
ている 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況に
あるものの、緩やかに持ち直
しつつある 

 
 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、緩やかに持ち直して
おり、生産活動は感染症の影響がみられる
ものの、足下では緩やかに持ち直しつつあ
る。雇用情勢は感染症の影響により弱い動き
となっている。 

宮城県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、足下では下げ止まりの
動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況に
あるものの、緩やかに持ち直
しつつある 

 
 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、緩やかに持ち直して
おり、生産活動は感染症の影響がみられる
ものの、足下では緩やかに持ち直しつつあ
る。雇用情勢は感染症の影響により弱い動き
となっている。 

秋田県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、足下では下げ止まりの
動きが見られる 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況に
あるものの、一部に持ち直し
の動きがみられる 

 
 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、緩やかに持ち直しつ
つあり、生産活動は感染症の影響がみられ
るものの、足下では緩やかに持ち直しつつ
ある。雇用情勢は感染症の影響により弱い動
きとなっている。 

山形県 
新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続い
ている 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況に
あるものの、緩やかに持ち直
しつつある 

 
 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、緩やかに持ち直して
おり、生産活動は感染症の影響がみられる
ものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情
勢は感染症の影響により弱い動きとなってい
る。 

福島県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、足下では下げ止まりの
動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況に
あるものの、緩やかに持ち直
しつつある 

 
 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影

響がみられるものの、緩やかに持ち直して

おり、生産活動は感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情

勢は感染症の影響により弱い動きとなってい

る。  
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、 

厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる」 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる  

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、スーパー販売額、ドラッグストア販売額が前年を上回ってい

るほか、百貨店販売額、コンビニエンスストア販売額に持ち直しの動きがみられるなど、持ち直しつつある。

生産活動は、感染症の影響がみられるものの、輸送機械、化学、電気機械が増加しているなど、緩やかに持ち

直しつつある。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響がみられるな
か、足下では緩やかに持ち直しつつある 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるも
のの、持ち直しつつある  

生産活動 
一部に下げ止まりの動きがみられるものの、新
型コロナウイルス感染症の影響により、減少し
ている 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるも
のの、緩やかに持ち直しつつある  

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い

動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い

動きとなっている  
 

設備投資 
２年度は増加見込みとなっている(全規模・全産
業ベース) 

２年度は増加見込みとなっている(全規模・全産
業ベース)  

企業収益 
２年度は減益見込みとなっている(全規模ベー
ス) 

２年度は減益見込みとなっている(全規模ベー
ス)  

企業の 

景況感 

「下降」超となっている（全規模・全産業ベー

ス） 

「下降」超となっている（全規模・全産業ベー

ス）  

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を下回っている 前年を上回っている 
 

輸出 前年を下回っている 前年を下回っている  

 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、各種政

策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、感染症が地域経済に与える影響に十分

注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある」 

スーパー販売額、ドラッグストア販売額などは前年を上回っている。百貨店販売額、コンビニエンスストア
販売額は前年を下回っているものの、持ち直しの動きがみられる。乗用車の新車登録届出台数は、普通車、小
型車、軽乗用車いずれも前年を下回っているものの、持ち直しの動きがみられる。宿泊や飲食サービスなどは、
全体として下げ止まり、一部に持ち直しの動きがみられる。 
このように個人消費は、感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 巣ごもり需要に一服感はあるが、外出自粛の影響により旅行等への支出が減少した分、商品購入にかかる支出が増加しており、

高品質・高価格の商品や産地直送のギフト品がよく売れている。（スーパー、中小企業） 

➢ 前年に消費税率引上げ前の駆け込み需要があったことから、足下の売上は前年を下回っているが、来店客数は徐々に回復しつつ

ある。（百貨店、大企業） 

➢ 中食需要の増加により弁当やサラダの販売が伸長。反対に、催事の中止や外出自粛等の影響で行楽需要が低下し、おにぎりやサ

ンドイッチ、ソフトドリンクの販売が低下している。（コンビニエンスストア、大企業） 

➢  都市型店舗では、インバウンド客の大幅減の影響を受けて弱含み傾向が続いているが、それ以外の店舗では、巣ごもり需要によ

り日用品を中心に好調。（ドラッグストア、大企業） 

➢ ６月下旬頃から来店客数が戻り始め、足下では、イベントの効果もあり前年並みに戻っている。（自動車販売、中小企業） 

➢  「Ｇｏ Ｔｏトラベル」などの各種キャンペーンが人の動きを後押しし、一泊二日や日帰りの国内旅行を中心に旅行取扱数は徐々

に回復してきている。（旅行、大企業） 

➢ 客室単価を下げたことにより客室稼働率は徐々に上昇してきたが、依然として低稼働。お盆期間は客室稼働率が上昇し、「Ｇｏ  

Ｔｏトラベル」による底上げがみられた。（宿泊、中堅企業） 

➢ 消費者は引き続き人混みを避ける傾向にあり、繁華街にある店舗は厳しい状況が続いている一方で、ロードサイドの店舗は前年

並みまで回復しているなど、二極化している。（飲食サービス、大企業） 

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

生産を業種別にみると、生産用機械が減少しているものの、 輸送機械、化学、電気機械などが増加しており、
全体としては、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。 

なお、非製造業では、リース業の取扱高、情報サービス業の売上高、広告業の売上高いずれも前年を下回っ
ている。 
➢ 感染症の影響で生産調整を行っていたが、６月以降、通常操業を再開。足下ではこれまでの減産分を挽回すべくフル操業で生産

している。（輸送機械、大企業） 

➢ 在宅勤務の拡大等により、PCやデータセンター向けの半導体部材の生産が好調。また、５Ｇ基地局向けや先端デバイス向けの需

要も伸長している。（化学、大企業） 

➢ 感染症の影響もあり各業界の設備投資が抑えられているせいか、中国からの受注が低位で推移しており、日米欧はさらに厳しい

状況。前期に続き７－９月期も調整局面となったため、業況は悪い。（生産用機械、大企業） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は低下し、完全失業率は上昇しているなど、雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとな

っている。 

➢ 募集をかければ人が集まる状況であるが、最近の傾向として、畑違いの４０～５０歳台の応募が増えており、社会全体の雇用環
境は厳しくなっていると感じる。（小売、中小企業） 

➢ 感染症の影響で売上が前年の水準に戻らず、先行き不透明なため採用を抑制している。（飲食サービス、大企業） 

 設備投資 「２年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、その他製造業などで減少見込みとなっているものの、化学、情報通信機械などで増加見込みとなっている
ことから、全体では前年比５．７％の増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、金融業、保険業などで増加見込みとなっているものの、リース業、小売業などで減少見込みとなってい
ることから、全体では同２．２％の減少見込みとなっている。 

○ 全産業では、同０．６％の増加見込みとなっている。 

➢ ５Ｇ向けスマホ部品の受注が好調であることから、生産設備の増強を予定している。（情報通信機械、大企業） 

➢  昨年度はＯＳの入替の特需があったが、今年度はその反動で減少している。（リース業、中堅企業） 

 企業収益 「２年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、石油製品・石炭製品などで増益見込みとなっているものの、情報通信機械、化学などで減益見込み
となっていることから、全体では前年比２６．４％の減益見込みとなっている。 

○ 非製造業（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）では、卸売業などで増益見込みとなっているものの、
学術研究、専門・技術サービス業、建設業などで減益見込みとなっていることから、全体では同１５．３％の減益
見込みとなっている。 

○ 全産業（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）では、同１９．０％の減益見込みとなっている。 
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 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 大企業は「上昇」超に転じ、中堅企業、中小企業は「下降」超幅が縮小している。 
先行きについては、全規模・全産業ベースで２年１０－１２月期に「下降」超幅が縮小する見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、貸家は前年を上回っているものの、持家、分譲住宅は前年を下回っており、全体として前
年を下回っている。 

➢ 住宅展示場来場者数は回復傾向にあり、足下の受注は一時期の厳しかった状況から抜け出してきている。（住宅建設、大企業） 

➢ 都心部では地価が高止まりしており、マンション用地の仕込みが難しくなっていることから、分譲マンション建設の案件が減っ

ている。（住宅建設、大企業） 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額をみると、市区町村は前年を下回っているものの、国、独立行政法人等、都道府県は前年を上回っ
ており、全体として前年を上回っている。 

 輸出 「前年を下回っている」 

○ 通関実績（円ベース、東京税関と横浜税関の合計額）でみると、輸出は前年を下回っている。 
なお、輸入も前年を下回っている。 

 倒産 「企業倒産は、件数、負債総額ともに前年を下回っている」 

３．各都県の総括判断 

 

 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

埼玉県 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、厳しい状況にあるものの、足下では
下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
持ち直しの動きがみられる  

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、
持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響
がみられるものの、緩やかに持ち直しつつあ
る。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動
きとなっている。 

千葉県 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、厳しい状況にあるものの、足下では
下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
持ち直しの動きがみられる  

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響
がみられるものの、持ち直しつつある。生産活
動は、新型コロナウイルス感染症の影響がみら
れるものの、持ち直しの動きがみられる。雇用
情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、弱い動きとなっている。 

東京都 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、厳しい状況にあるものの、足下では
一部に下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
下げ止まっており、横ばいの状況
にある 

 

個人消費や産業活動は、新型コロナウイルス感
染症の影響が残るものの、下げ止まっており、
横ばいの状況にある。雇用情勢は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。 

神奈川県 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、厳しい状況にあるものの、足下では
下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
持ち直しの動きがみられる  

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響
がみられるものの、持ち直しつつある。生産活
動は、感染症の影響がみられるものの、持ち直
しの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の影
響により、弱い動きとなっている。 

茨城県 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、厳しい状況にあるものの、足下では
下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
一部に持ち直しの動きがみられる  

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、
持ち直しつつある。生産活動は、感染症の影響
がみられるものの、一部に持ち直しの動きがみ
られる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱
含んでいる。 

栃木県 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、厳しい状況にあるものの、足下では
下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
持ち直しの動きがみられる  

新型コロナウイルス感染症の影響がみられるも
のの、個人消費は持ち直しつつあり、生産活動
は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、感
染症の影響により、弱い動きとなっている。 

群馬県 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、厳しい状況にあるものの、足下では
下げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
持ち直しの動きがみられる  

個人消費は、感染症の影響がみられるものの、
持ち直している。生産活動は、感染症の影響が
みられるものの、持ち直しの動きがみられる。
また、雇用情勢は、感染症の影響により、弱い
動きとなっている。 

新潟県 
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、一部に下げ止まりの動きがみられ
るものの、弱含んでいる 

新型コロナウイルス感染症の影響
が続いているものの、一部に持ち
直しの動きがみられる  

個人消費は、感染症の影響が続いているもの
の、持ち直しの動きがみられる。生産活動は、
感染症の影響が続いているものの、一部に持ち
直しの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の
影響により、弱い動きとなっている。 

山梨県 
一部に下げ止まりの動きがみられるも
のの、新型コロナウイルス感染症の影
響により、弱含んでいる 

新型コロナウイルス感染症の影響
がみられるものの、一部に持ち直
しの動きがみられる  

個人消費は感染症の影響がみられるものの、持
ち直しの動きがみられる。生産活動は感染症の
影響がみられるものの、下げ止まりつつある。
雇用情勢は感染症の影響により、弱い動きとな
っている。 

長野県 
一部に下げ止まりの動きがみられるも
のの、新型コロナウイルス感染症の影
響により、引き続き厳しい状況にある 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるものの、
一部に持ち直しの動きがみられる  

新型コロナウイルス感染症の影響により、生産
活動は足踏みの状況、雇用情勢は弱い動きとな
っているものの、個人消費は持ち直しの動きが
みられる。 

関東財務局
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況が続いているものの、一部では緩やかに持ち

直しつつある」 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、厳しい状況が続いているもの
の、一部では下げ止まりの動きがみ
られる 

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、厳しい状況が続いているもの
の、一部では緩やかに持ち直しつつ
ある 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、ドラッグストア販売やホームセンター販売が好調となっており、家電大型専門店販売は

持ち直している。また、百貨店・スーパー販売が緩やかに持ち直しつつあるなど、新型コロナウイルス

感染症の影響により、厳しい状況が続いているものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、電子

部品・デバイスが持ち直しており、化学が拡大しているほか、生産用機械が下げ止まりつつあることな

どから、全体では下げ止まっている。雇用情勢は、有効求人倍率が低下していることなどから、弱い動

きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響により、
厳しい状況が続いてきたが、足下では持ち
直しの兆しがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響により、
厳しい状況が続いているものの、緩やかに
持ち直しつつある 

生産活動 弱まっている 下げ止まっている 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、

弱い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は減少見込みとなっている ２年度は減少見込みとなっている 

企業収益 ２年度は減益見込みとなっている ２年度は減益見込みとなっている 

住宅建設 弱い動きとなっている 弱い動きとなっている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、

各種政策の効果もあって、厳しい状況から持ち直しに向かうことが期待される。ただし、感染症が地域

経済に与える影響に十分注意する必要がある。 

北陸財務局
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続いているものの、緩やかに 

持ち直しつつある」 

百貨店・スーパー販売は、百貨店では高額品に動きがみられるものの、衣料品等の動きが鈍いことか

ら前年を下回っている。スーパーでは飲食料品に動きがみられることから、前年を上回っている。以上

のような状況を踏まえると、緩やかに持ち直しつつある。コンビニエンスストア販売は、米飯類等の動

きが鈍いことなどから、低調となっている。ドラッグストア販売は、飲食料品等に動きがみられること

に加え、新規出店効果がみられることから、好調となっている。ホームセンター販売は、園芸用品やDIY

用品等に動きがみられることから、好調となっている。家電大型専門店販売は、テレビや白物家電等に

動きがみられることから、持ち直している。新車販売台数は、普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車とも

に前年を下回っているものの、下げ止まっている。主要観光地の入込客数及び主要温泉地の宿泊客数は、

前年を大幅に下回っている。旅行取扱実績は、国内旅行、海外旅行ともに厳しい状況が続いている。以上

のことから、個人消費については、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況が続いている

ものの、緩やかに持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 感染症に加えて、７月の長雨、８月の猛暑の影響から客数が減少しており衣料品の売れ行きが悪い。一方で、旅行に行

かない分、消費意欲がブランド品の購入に向かっているのか、バッグや時計など高額品の売れ行きが良い。（百貨店） 

➢ 飲食料品は、引き続きまとめ買いの動きがみられ、売上は前年を上回っている。家で調理をする人が増えており、食材

や調味料の売れ行きが良い。（スーパー、中小企業） 

➢ 外出を控える傾向から来店客数が減少しており、米飯類の動きが鈍い。（コンビニエンスストア、大企業） 

➢ 家で過ごす時間が増えたことから、飲食料品や日用品の需要が高まった。（ドラッグストア、中堅企業） 

➢ 在宅時間が長くなっていることから、引き続きテレビや白物家電等に動きがみられる。（家電大型専門店、中堅企業） 

➢ 新型車効果がみられ、受注・登録状況は徐々に改善している。（自動車販売店、中小企業） 

 生産活動 「下げ止まっている」 

電子部品・デバイスは、スマートフォン向け等を中心に持ち直している。化学は、大宗を占める医薬

品が、後発医薬品を中心に拡大している。生産用機械は、金属加工機械を中心に下げ止まりつつある。

金属製品は、大宗を占めるアルミ建材で、住宅用、ビル用ともに弱まっている。繊維は、非衣料向けは

下げ止まりつつあるものの、衣料向けが落ち込んでいることから、全体では弱まっている。以上のこと

から、生産活動については、下げ止まっている。 

➢ 自動車関連向けやはん用部品を中心に受注が回復している。（電子部品・デバイス、大企業） 

➢ 感染症の影響はほとんどなく、生産量は計画通り推移しており、足下でもフル稼働となっている。（化学工業、大企業） 

➢ 取引先の設備投資意欲が回復するまでには至っていない。ただし、前四半期より悪化はしておらず、横ばいの状況が続

いている。（生産用機械、大企業） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は求人が求職を上回って推移しているものの、低下している。また、新規求人数は前年

を下回っており、新規求職者数は前年並みとなっている。雇用保険受給者実人員は前年を上回っている。

以上のことなどから、雇用情勢は、弱い動きとなっている。 

➢ 昨年までは、人手不足から派遣需要は高水準にあったが、足下では弱くなっている。特に、製造業では契約を更新しな

いケースが増えてきており、稼働人数は２～３割減少している。（職業紹介・労働者派遣業、中小企業） 

➢ 感染症の影響により解雇された者や勤務日数が減った者の応募が増えており、人手不足感が解消した。（小売業、大企業） 

➢ 新規求人数は引き続き前年を大幅に下回っているものの、新規求職者数の増加に一服感がみられる。（労働局） 
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 設備投資 「２年度は減少見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、その他製造などが減少となるものの、化学工業、自動車・同附属品などが増加となることか
ら、全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、金融、保険などが増加となるものの、不動産、小売などが減少となることから、全体では 
減少見込みとなっている。 

➢ 増産対応による生産ラインの増設により増加見込み。（化学工業、大企業）  

➢ 昨年度に実施した管理物件改装の反動減などにより減少見込み。（不動産、中堅企業） 
➢ 昨年度に実施した食品加工・物流拠点整備の反動減などにより減少見込み。（小売、中堅企業） 

 企業収益 「２年度は減益見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、化学工業などが増益となるものの、生産用機械器具、その他製造などが減益となることから、
全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、学術研究、専門・技術サービスなどが増益となるものの、運輸、郵便、建設などが減益と
なることから、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 企業の景況判断ＢＳＩは、全産業では「下降」超となっている。先行きは、「下降」超となる見通しとな
っている。 

 住宅建設 「弱い動きとなっている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、弱い動きとなっている。 

 公共事業 「前年を下回っている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、前年を下回っている。 

 金融機関の貸出金 「前年を上回っている」 

○ 金融機関の貸出金は、前年を上回っている。 

 企業倒産 「前年を下回っている」 

○ 負債総額は前年を上回っているものの、件数は前年を下回っている。 

 消費者物価（金沢市、生鮮食品を除く総合） 「前年を下回っている」 

○ 消費者物価指数でみると、前年を下回っている。 

３．各県の総括判断 

 前 回（２年７月判断） 今 回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

石川県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では緩
やかに持ち直しつつある 

 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続いているもの
の、緩やかに持ち直しつつある。生産活動
は下げ止まっている。また、雇用情勢は弱
い動きとなっている。 

富山県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では緩
やかに持ち直しつつある 

 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続いているもの
の、緩やかに持ち直しつつある。生産活動
は下げ止まっている。また、雇用情勢は弱
い動きとなっている。 

福井県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続
いているものの、一部では緩
やかに持ち直しつつある 

 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続いているもの
の、緩やかに持ち直しつつある。生産活動
は下げ止まりつつある。また、雇用情勢は
弱い動きとなっている。 
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１．総論 

【総括判断】「新型コロナウイルス感染症の影響により、一部に厳しい

状況が残るものの、持ち直している」

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるもの
の、足下では持ち直しの動きがみ
られる 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、一部に厳しい状況が残
るものの、持ち直している 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、個人消費は感染症の影響が残るものの持ち直してお

り、生産活動は輸送機械を中心に着実に持ち直している。こうしたなか、雇用情勢は弱い動きとなって

いる。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
感染症の影響が残るものの、持ち直しの動き
がみられる 

感染症の影響が残るものの、持ち直している 

生産活動 
厳しい状況にあるものの、足下では持ち直し
の動きがみられる 

着実に持ち直している 

雇用情勢 
感染症の影響により、幅広い業種で求人の減

少が続いている 
感染症の影響により、弱い動きが続いている 

設備投資 ２年度は増加見込み ２年度は減少見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

住宅建設 弱い動きとなっている 弱い動きとなっている 

公共事業 前年並みとなっている 前年並みとなっている 

輸出 足下では持ち直しの動きがみられる 持ち直している 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、

各種政策の効果もあって、引き続き持ち直していくことが期待される。ただし、感染症が地域経済に与

える影響に十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「感染症の影響が残るものの、持ち直している」 

スーパー販売は、内食需要が引き続き堅調なことから、主力の食料品などを中心に増加している。コ

ンビニエンスストア販売は、客数の回復が続いていることから、持ち直している。ドラッグストア販売

は、衛生用品や食料品などが引き続き好調であるほか、新規出店効果もあって、増加している。百貨店

販売は、持ち直しのテンポが緩やかになっている。家電大型専門店販売は、テレビや調理家電などを中

心に増加している。ホームセンター販売は、園芸用品やＤＩＹ用品が引き続き好調であることから、増

加している。乗用車販売は、新型車効果等により持ち直している。旅行取扱高は、海外向けは依然厳し

い状況が続いているものの、各種施策効果等により国内向けが増加したことで、全体としては持ち直し

ている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ ８月以降は客数の持ち直しに伴う回復が続いており、感染症の再拡大の影響もそこまで見られなかった。９月は
特に４連休以降人が動いており、観光地などでは前年比増加の地域もあった。（コンビニ、大企業） 

➢ ８月後半にかけて再び感染者数が増加したことを受け、来店客数が大幅に落ち込んだ。ただし、足下では催事の
再開などにより客足が戻りつつある。（百貨店、大企業） 

➢ 感染リスクを警戒し、公共交通機関からマイカーへと交通手段の変化がみられることや新型車効果により足下の
受注は好調。（乗用車、中堅企業） 

➢ ８月下旬以降、国や各県による観光支援策の利用者が増加し、特に近隣県への旅行者が増加している。一方、海
外旅行については飛行機が飛ばないのでどうしようもなく手も足も出ない状況が続いている。（旅行、中堅企業） 

➢ 緊急事態宣言解除後は、昼の客は戻りつつあるものの、居酒屋は全く戻らない。忘年会需要も見込めず、冬は感
染症の再拡大も懸念されることから、客の戻りは今の水準が最大と考えている。（飲食サービス、中小企業） 

 生産活動 「着実に持ち直している」 

自動車関連は、国内外の需要の持ち直しを受け、生産は増加の動きがみられる。オートバイは、持ち

直している。航空機体部品は、海外航空機メーカーが減産していることから、減少している。金属工作

機械は、国内受注を中心に減少していることから、生産は引き続き減少している。半導体集積回路は、

持ち直しの動きに一服感がみられる。液晶は、持ち直しつつある。プラグは、増加の動きがみられる。

開閉機器、電動機ともに、持ち直している。普通鋼、特殊鋼ともに、持ち直している。 

➢ 新型車投入効果もあり、グローバルに市場が回復していることを受け、生産台数は回復しており、今後の生産は
高い水準となる見込み。（輸送機械、大企業） 

➢ 自動車メーカーの生産が回復していることにあわせて、工場の稼働率は大幅に回復し、足下ではほぼ前年並みに
戻っている。（鉄鋼、大企業） 

➢ 自動車関係は二極化し、好調なメーカーとそうでないメーカーの差が大きい。好調なメーカーでも売れていない
車種向けの部品を取り扱う下請けは厳しい。（経済団体） 

➢ 経済活動が再開した中国からの引き合いは強いものの、総じてみると展示会などの中止により商談の機会が失わ
れており、受注は減少している。（生産用機械、大企業） 

 

 雇用情勢 「感染症の影響により、弱い動きが続いている」 

求人の減少がこのところ下げ止まりつつあるものの、求職者が増加していることから有効求人倍率が

低下しており、弱い動きが続いている。なお、完全失業率は低水準である。 

➢ 主力の自動車向け製品の生産量増加により従業員に不足感が出てきたため、期間工の募集を行っている。（金属製
品、中堅企業） 

➢  ８月までは雇用調整助成金を活用していたが、生産の回復とともに人手の過剰感が解消したことから、９月以降
は利用しない見込み。（鉄鋼、大企業） 

➢ イベントが軒並み中止となっていたため、日雇労働者の募集を行わなかった。感染症の動向次第ではあるものの、
今後は物産展の拡大や年末商戦に向けて人員が必要になる可能性がある。（百貨店、大企業） 

➢ 感染症による先行き不透明感から、飲食・宿泊業や生活関連サービス業で求人が減少している。（労働局） 
➢ 感染症の影響により、派遣従業員・期間工の契約が更新されなかったことから、６月に新規求職者数が増加した
ものの、それ以降は落ち着いている。（労働局） 
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 設備投資 「２年度は減少見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、情報通信機器などが増加となるものの、輸送用機械などが減少となることから、減少見込
みとなっている。 

○ 非製造業では、建設やサービスが減少となるものの、電気・ガスや卸・小売などが増加となることから、
増加見込みとなっている。 

➢ 新技術の研究開発等、必要な分野への投資は継続して行う必要があるものの、感染症による先行き不透明感など
から、不要不急の投資の先送りを行っている。（輸送用機械、大企業） 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、情報通信機器が増益となるものの、輸送用機械や生産用機械などが減益となることから、
減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、卸・小売などが減益となることから、減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 景況判断ＢＳＩでみると、全産業の現状判断は、輸送用機械が「上昇」超に転じたことや、卸・小売の
「下降」超幅が縮小したことなどから、「下降」超幅が縮小している。また、先行きは「下降」超幅が縮小
する見通しとなっている。 

 住宅建設 「弱い動きとなっている」 

○ 持家、分譲住宅が前年を下回っているほか、貸家も減少傾向が続いていることから、弱い動きとなって
いる。 

 公共事業 「前年並みとなっている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、県、国は増加しているものの、地方公社等、独立行政法人等が減少して
いることから、前年並みとなっている。 

 輸出 「持ち直している」 

○ 輸出（円ベース）は、自動車関連を中心に持ち直している。なお、輸入（円ベース）は、原油及び粗油
が減少していることなどから、前年を下回っている。 

 企業倒産 「件数は前年を下回っている」 

３．各県の総括判断 

 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

愛知県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では持ち直し
の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、一部に厳しい状況
が残るものの、持ち直している  

個人消費は感染症の影響が残るものの
持ち直しており、生産活動は輸送機械
を中心に着実に持ち直している。こう
したなか、雇用情勢は弱い動きとなっ
ている。 

静岡県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では持ち直し
の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、一部に厳しい状況
が残るものの、持ち直している  

感染症の影響が残るものの、個人消費
は家電販売や乗用車販売を中心に持ち
直しているほか、生産活動は輸送機械
を中心に着実に持ち直している。こう
したなか、雇用情勢は弱い動きとなっ
ている。 

岐阜県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、下げ止まりの動き
がみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、一部に厳しい状況
が残るものの、持ち直している  

感染症の影響により、一部に弱い動き
がみられるものの、個人消費、生産活
動ともに持ち直している。こうしたな
か、雇用情勢は弱い動きとなっている。 

三重県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、一部に厳しい状況
が残るものの、持ち直している  

個人消費は感染症の影響が残るものの
持ち直しており、生産活動は輸送機械
を中心に持ち直している。こうしたな
か、雇用情勢は弱い動きとなっている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳
しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる」

項 目 前 回（２年７月判断） 今 回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、極めて厳しい状況にある
ものの、足下では下げ止まりの動
きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、スーパーや家電等の販売が堅調となっているなど持ち直しつつある。生産活動は、生産用

機械や電気・情報通信機械等が上昇しているなど緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率

が引き続き低下しているなど弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前 回（２年７月判断） 今 回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響による厳 
しさが残るものの、足下では下げ止まりの 
動きがみられる 

持ち直しつつある 

生産活動 
一部に下げ止まりの兆しがみられるものの、
新型コロナウイルス感染症の影響により、 
減少している 

緩やかに持ち直しつつある 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、 
弱い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、 
弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は前年度を上回る見込みとなっている ２年度は前年度を上回る見込みとなっている 

企業収益 ２年度は減益見込みとなっている ２年度は減益見込みとなっている 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

輸 出 前年を下回っている 前年を下回っている 

【先行き】 

先行きについては、新型コロナウイルス感染症の影響が続くなかで、各種政策の効果等もあって、持ち
直しの動きが続くことが期待される。ただし、国内外の感染症の動向や金融資本市場の変動等の影響を注
視する必要がある。

近畿財務局

- 28 -



 
 

２．各論 

 個人消費 「持ち直しつつある」 

百貨店・スーパー販売は、百貨店ではインバウンドの減少など厳しい状況が継続しているものの、足下

では国内客の回復など持ち直しの動きがみられるほか、スーパーでは飲食料品を中心に売上が堅調に推

移している。 

コンビニエンスストア販売及びドラッグストア販売は、一部観光地の店舗においては客足が戻りつつ

あるほか、郊外店舗では冷凍食品等の需要により売上が堅調に推移している。 

ホームセンター販売は、アウトドア用品の需要等により売上が堅調に推移している。 

家電販売は、エアコンやパソコン等を中心に売上が堅調に推移している。 

乗用車の新車登録届出台数は、前年を下回っているものの、持ち直しの動きもみられる。 

旅行取扱の状況は、総じて厳しい状況が継続しているものの、足下では、国内旅行において近隣旅行を

中心に持ち直しの動きがみられる。 

（主なヒアリング結果） 

➢ ７月の感染症再拡大の影響で人出が減少していたが、足下ではファミリー層や年配層の客足が都心店も含めて戻ってき

ているなど例年並みの人出に回復している印象で、売上ベースでみても想定より堅調な動きとなっている。（百貨店・大企

業） 

➢ 感染者数の落ち着きから外食が増加していることなどもあり、一時期と比べて買いだめ傾向は和らいでいるものの、在

宅勤務が浸透したことに伴う巣ごもり需要の継続から、引き続き飲食料品を中心に売上は堅調に増加している。（スーパ

ー・大企業） 

➢ 住宅街や郊外の店舗では冷凍食品等の売上が引き続き堅調に増加。売上シェアの大きいオフィス街や観光地の店舗は、

在宅勤務の定着やインバウンドの減少等の影響から売上が戻りきらず厳しい状況であるが、足下では近隣旅行の回復もあ

って一部観光地の店舗において客数・売上が戻りつつある。（コンビニエンスストア・大企業） 

➢ エアコンやパソコンなどの販売も堅調に推移している中、在宅時間の増加に伴う家食の定着から調理家電が引き続き好

調なほか、最近では冬の感染再拡大に備えて、高額な空気清浄機の販売も伸びている。（家電量販店・大企業） 

➢ 売上ベースでは、感染症拡大前の水準にまでは戻りきっていないが、修理・点検整備も含めて受注は持ち直してきてお

り、足下では感染症拡大前の水準まで客足は回復している。（自動車販売店・中小企業） 

➢ 足下では感染が落ち着いてきたこともあり、淡路島や有馬などの近場の旅行を中心にＧｏＴｏトラベルキャンペーンを

活用した予約が増えており、店頭が明らかに忙しくなっている。（旅行代理店・大企業） 
 
 

 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

鉱工業指数(生産)でみると、鉄鋼・非鉄金属などが低下しているものの、生産用機械や電気・情報通信

機械などが上昇しており、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。 

➢ 半導体製造装置の受注が好調。感染症の影響により年度後半以降に延期した受注案件も多く、今後売上も回復してくると

見込んでいる。（生産用機械・大企業） 

➢ 電子部品は５Ｇ関連向けやテレワーク需要などから、中国向けを中心に受注が増加している。（電気機械・大企業） 

➢ 自動車関連製品の需要は持ち直してきており、生産は回復傾向。一方で、航空機関連製品に関しては、航空機の運航減少

により、需要が大きく落ち込んでいる。（電気機械・大企業） 

➢ 足下では建築工事再開等もあって若干出荷が増えているものの、設備投資の抑制などから依然として厳しい状況が続いて

いる。（鉄鋼・大企業） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は引き続き低下しており、完全失業率も前年を上回って推移しているなど、雇用情勢は感

染症の影響により、弱い動きとなっている。 

➢ 海外旅行の商品企画を担当する社員は全く仕事がなく、配置転換を進めるも、人員に過剰感がある。正社員の雇用を守

るため、全ての派遣社員について、９月末で契約更新をしないこととしている。（旅行代理店・大企業） 

➢ 例年、総合職で１０名程度の新規採用を行っているが、２１年４月入社の採用については中止した。（その他運輸・大企

業） 

➢ 生産量の減少により、正規社員、非正規社員とも過剰気味となっているが、需要が戻った時に備え、雇用調整助成金を

活用して雇用を維持する方針。（はん用機械・中小企業） 

➢ 民間の派遣求人数は、方向性としてはやや持ち直しているものの、水準としては引き続き厳しい状況。先行きについて

も、感染症収束の不透明感から求人の回復は見通せず、厳しい状況が続くと考えている。（人材派遣・中堅企業） 
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 設備投資 「２年度は前年度を上回る見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和２年７－９月期 
○ 製造業では、電気機械などが前年度を下回っているものの、鉄鋼、輸送用機械などが前年度を上回ってい
ることから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

○ 非製造業では、小売などが前年度を下回っているものの、建設、不動産などが前年度を上回っていること
から、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

➢ 自動車用ハイテン鋼板やアルミパネルの生産増強投資を計画。（鉄鋼・大企業） 

➢ 商業施設・物流施設・賃貸事業について積極的に投資を行う計画。（建設・大企業） 

 企業収益 「２年度は減益見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和２年７－９月期 
○ 製造業では、鉄鋼、生産用機械など、ほとんどの業種で減益となることから、全体では減益見込みとなっ
ている。 

○ 非製造業では、建設、卸売など、ほとんどの業種で減益となることから、全体では減益見込みとなってい
る。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、持家などが減少していることから、前年を下回っている。 

➢ 緊急事態宣言解除後の受注は改善傾向も感染症の影響による先行き不透明感などから、顧客の購買姿勢には慎重さがう

かがえる。一方で、感染症の影響から自宅での滞在時間が増加したことにより、住まいへの意識が高まり、賃貸住宅から

マンションや戸建へシフトする動きもみられる。（建設・大企業） 

 輸出 「前年を下回っている」 

○ 管内通関実績（円ベース）でみると、輸出は、アジア向けの鉄鋼やアメリカ向けの建設用・鉱山用機械な
どが減少していることから、前年を下回っている。なお、輸入は、前年を下回っている。 
 

■ 企業の景況感   法人企業景気予測調査（令和２年７－９月期調査）の景況判断ＢＳＩでみると、全産業

では「下降」超となっている。先行きについて、２年１０－１２月期は、全産業では「下

降」超の見通しとなっている。 

■ 公共事業     前払金保証請負金額でみると、独立行政法人等や市町村などで増加していることから、

前年を上回っている。 

■ 金融       貸出金残高は、前年を上回っている。 
 
■ 消費者物価    大阪市の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）でみると、交通・通信などが上昇して

いるものの、光熱・水道などが下落していることから、前年を下回っている。 

■ 企業倒産     倒産件数は、前年を上回っている。 

３．各府県の総括判断 
 前回（２年７月半断） 今回（２年１０月判断） 

前回 
比較 

総括判断の要点 

大阪府 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、極めて厳しい状
況にあるものの、足下では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きが
みられる 

 
個人消費は持ち直しつつあり、生産活動は緩やかに
持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動きとなってい
る。 

京都府 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、極めて厳しい状
況にあるものの、足下では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、緩やかな持ち直し
の動きがみられる 

 
個人消費及び生産活動は、緩やかな持ち直しの動き
がみられる。雇用情勢は弱い動きとなっている。 

兵庫県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きが
みられる 

 
個人消費は緩やかに持ち直しており、生産活動は緩
やかに持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動きとな
っている。 

奈良県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、極めて厳しい状
況にあるものの、足下では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、一部で持ち直しの
動きがみられる 

 
個人消費は一部で持ち直しの動きがみられ、生産活
動は下げ止まりの動きがみられる。雇用情勢は弱い
動きとなっている。 

和歌山県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きが
みられる 

 
個人消費は持ち直しつつあり、生産活動は下げ止ま
りの動きがみられる。雇用情勢は弱い動きとなって
いる。 

滋賀県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、極めて厳しい状
況にあるものの、足下では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、持ち直しの動きが
みられる 

 
個人消費は緩やかに持ち直しており、生産活動は
緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は弱い動き
となっている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きがみられる」

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 

比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるもの
の、足下では下げ止まりの動きが
みられる 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるもの
の、持ち直しの動きがみられる 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、ドラッグストア販売やホームセン

ター販売が好調であるなど、緩やかに持ち直している。生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響

がみられるものの、輸送機械が増加しているなど、持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響が残るもの
の、足下では持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる
ものの、緩やかに持ち直している 

生産活動 
新型コロナウイルス感染症の影響がみられる
ものの、足下では一部に下げ止まりの動きが
みられる 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる
ものの、持ち直しの動きがみられる 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

含んでいる 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

含んでいる 

設備投資 ２年度は前年度を上回る見込み ２年度は前年度を上回る見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 
「下降」超幅は拡大 「下降」超幅は縮小 

住宅建設 前年を下回る 前年を下回る 

輸出 前年を下回る 前年を下回る 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、

各種政策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、感染症が地域経済に与え

る影響に十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している」

コンビニエンスストア販売は食料品などが、百貨店販売は衣料品などが低調であり、前年を下回って

いる。乗用車販売（新車登録・届出台数）は、普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車いずれも低調であり、

前年を下回っている。ドラッグストア販売は食料品などが、ホームセンター販売はＤＩＹ用具・素材な

どが、家電販売は白物家電などが好調であり、前年を上回っている。これらのことなどから、個人消費

は、全体では、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、オフィス街や観光地を中心に来店客数が減少しており、弁当や揚げ物などが

低調に推移した。足下では、Ｇｏ Ｔｏトラベル事業の実施を契機として、観光地周辺の店舗の来店客数は持ち直してい

る。（コンビニエンスストア）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、催事の中止などで来店客数の前年割れが続いたことから、衣料品や食料品な

どが低調となった。足下では、海外ブランド製品などの高額品が好調に推移しているほか、感染予防対策に取り組んだう

えで開催した催事が好調となるなど、持ち直しの動きがみられる。（百貨店）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響による来店客数の減少やメーカーの生産調整から、販売台数が減少した。足下では、

来店客数は戻っているほか、メーカーの生産調整の影響もほぼ解消しており、持ち直しつつある。（自動車販売）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、感染予防対策商品への需要の増加から来店客数が増加しており、アルコール

消毒製品やついで買いの食料品などが好調に推移している。（ドラッグストア）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、在宅時間の増加で家の改修を目的とした木材・塗料や工具などが好調だった

ほか、特別定額給付金の効果もあり家具なども好調となった。（ホームセンター）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛で家の中を充実させる動きに加え、特別定額給付金の効果が重なり、

洗濯機や有機ＥＬテレビなどが好調に推移した。（家電量販店）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、内食や備蓄需要の増加が続いており、生鮮食品や冷凍食品などが好調に推移

している。また、プチ贅沢品として価格の高い肉や刺身なども好調に推移している。（スーパー）

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる」

輸送機械は、海外向けで需要が持ち直していることなどから、増加している。汎用・生産用・業務用

機械は、企業の設備投資に慎重な姿勢がみられることなどから、減少している。化学、鉄鋼、電気機械

は、このところ自動車向けで増加している。このように、生産活動は、全体では、新型コロナウイルス

感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。 

➢ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の生産水準には戻っていないものの、海外向けで需要が持ち直していることな

どから、生産台数が増加している。（自動車）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、企業が設備投資に慎重になっており、新規受注を獲得できなくなっている。

（生産用機械）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、需要が減少していることから全体的に生産は低調であるものの、自動車向け

の生産が徐々に回復してきている。（化学）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、鋼材需要が減少していることから生産水準は低いものの、このところ自動車

向けの需要が増加しており、生産が徐々に回復してきている。（鉄鋼）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、車載向けの生産が大きく減少していたものの、国内外の自動車メーカーが工

場の稼働率を引き上げたことから、生産水準が回復してきている。（電気機械）

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる」

有効求人倍率が低下しているほか、新規求人数も減少するなど、雇用情勢は、新型コロナウイルス感

染症の影響により、弱含んでいる。 

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、売上の大半を占める宴会需要がゼロになるなど、業務量が減少しており、従

業員が過剰気味となっている。（宿泊）

➢ 新卒採用予定人数は例年と変わらないが、応募者数が増加しており、新型コロナウイルス感染症の影響により、これま

での売り手市場とは状況が変わってきた。（生産用機械）

➢ 来年の新卒採用は新型コロナウイルス感染症の影響のため見送ることとした。（小売）

➢ 新型コロナウイルス感染症の影響により、生産量が低下していることから、雇用調整助成金を活用しながら週１日の休

業を継続している。（非鉄金属）
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 設備投資 「２年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期

○ 製造業では、「情報通信機械」、「化学」などで減少するものの、「石油・石炭」、「その他製造」な

どで増加することから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。

○ 非製造業では、「運輸・郵便」、「小売」などで減少するものの、「金融・保険」、「宿泊・飲食サー

ビス」などで増加することから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。

➢ 定期修理を行う。（石油・石炭）

➢ 営業店の建替えを行う。（金融・保険）

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期

○ 製造業では、「その他製造」、「電気機械」などで増益となるものの、「情報通信機械」、「化学」な
どで減益となることから、全体では減益見込みとなっている。

○ 非製造業（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）では、「小売」、「建設」などで減益
となることから、全体では減益見込みとなっている。

 企業の景況感 「『下降』超幅は縮小」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期

○ 企業の景況判断ＢＳＩは、「下降」超幅が縮小している。なお、先行きも「下降」超幅が縮小する見通
しとなっている。

 住宅建設 「前年を下回る」

○ 新設住宅着工戸数でみると、分譲住宅、持家などが減少していることから、前年を下回っている。

 輸出 「前年を下回る」
○ 管内通関実績（円ベース）でみると、輸出は、自動車、鉄鋼などが減少していることから、前年を下回

っている。地域別では、西欧、アジアなどで減少している。

なお、輸入は、原油及び粗油、石炭などが減少していることから、前年を下回っている。地域別では、
中東、アジアなどで減少している。 

３．各県の総括判断 

前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

鳥取県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、持ち直しの動きがみら
れる 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響

がみられるものの、緩やかに持ち直しつつあ

る。生産活動は新型コロナウイルス感染症の影

響がみられるものの、持ち直しの動きがみられ

る。雇用情勢は新型コロナウイルス感染症の影

響により、弱い動きとなっている。 

島根県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、明るい兆しがみられる 

個人消費は感染症の影響が残るものの明るい

兆しがみられており、生産活動は一部に下げ止

まりの兆しがみられるものの弱めの動きとな

っている。また、雇用情勢は改善が続いてきた

が感染症の影響がみられる。 

岡山県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、持ち直しの動きがみら
れる 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響

が残るものの、持ち直しの動きがみられる。生

産活動は、足下では一部に持ち直しに向けた動

きがみられるものの、弱い動きとなっている。

雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響

がみられ、弱含んでいる。 

広島県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、持ち直しの動きがみら
れる 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響

がみられるものの、緩やかに持ち直している。

生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響

がみられるものの、持ち直しの動きがみられ

る。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、弱含んでいる。 

山口県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にある
ものの、持ち直しの動きがみら
れる 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響

がみられるものの、緩やかに持ち直している。

生産活動は、新型コロナウイルス感染症の影響

がみられるものの、持ち直しの動きがみられ

る。雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、弱い動きがみられる。 
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１．総論 

【総括判断】「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあ

るものの、持ち直しの動きがみられる」

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるも
のの、足下では下げ止まりの動
きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるも
のの、持ち直しの動きがみられ
る 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、スーパーが堅調であるほか、各種政策の効果もあり、家電販売や観光等に持ち直しの動き

などがみられることから、全体としては感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動

は、輸送機械が弱い動きとなっているものの、電気機械や汎用・生産用機械で緩やかに持ち直しつつある

ことから、全体としては下げ止まりの動きがみられる。雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きとな

っている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱
含んでいるものの、足下では緩やかに持ち直
しつつある 

感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直
している 

生産活動 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱
含んでいる 

下げ止まりの動きがみられる 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱
い動きとなっている 

感染症の影響により、弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は前年度を下回る見込み ２年度は前年度を下回る見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 
現状判断は「下降」超 現状判断は「下降」超 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

公共事業 前年度を下回っている 前年度を上回っている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、各

種政策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、感染症が地域経済に与える影

響に十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「感染症の影響が残るものの、緩やかに持ち直している」 

スーパーは、衣料品等が弱い動きとなっているものの、飲食料品が順調であることから、全体としては

堅調となっている。コンビニエンスストアは、ファーストフード等の動きは鈍いものの、来店客数が回復

しつつあることから、全体としては緩やかに持ち直している。ドラッグストア販売は、新規出店効果に加

え、マスク等の衛生用品や飲食料品に動きがみられることから、前年を上回っている。家電販売は、冷蔵

庫やテレビ等に動きがみられることから、前年を上回っている。ホームセンター販売は、園芸用品やマス

ク等の衛生用品に動きがみられることから、前年を上回っている。百貨店は、来店客数が回復傾向にある

なかで、身の回り品に動きがみられるなど、全体としては持ち直している。乗用車販売は、普通車、小型

車、軽乗用車のいずれにおいても前年を下回っている。観光は、Ｇｏ Ｔｏトラベル事業の効果がみられ

ることなどから、緩やかに持ち直している。旅行は、国内旅行は緩やかに持ち直しつつあり、海外旅行は

不調となっている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 感染症の影響による外出機会の減少が続いており、衣料品等は厳しいが、外食を控えて家庭で食事をする傾向は続いてい

ることから、生鮮食品等はよく動いている。（スーパー） 

➢ 特別定額給付金が買い替えのきっかけになり、比較的高価なテレビや冷蔵庫などで動きがみられた。（家電大型専門店） 

➢ 感染症の対策を講じながら催事を徐々に再開していることもあり、客足は少しずつ戻りつつある。（百貨店） 

➢ 徐々に入込客数は回復しており、中でも近畿や中国地方からの個人客が多くみられた。（観光施設） 

 生産活動 「下げ止まりの動きがみられる」 

輸送機械は、受注が減少していることから、弱い動きとなっている。電気機械や汎用・生産用機械は、

厳しい状況にあるものの、自動車向けの需要に持ち直しの動きがみられることから、緩やかに持ち直しつ

つある。こうしたことから、全体では下げ止まりの動きがみられる。 

➢ 新規受注は、価格競争に加え、感染症の影響などにより、荷動きが鈍いことから、厳しい状況である。（輸送機械） 

➢ 自動車輸出の増加から、生産量は徐々に持ち直しつつある。（電気機械） 

➢ 感染症の影響は残るものの、国内の自動車メーカーを中心に受注は回復傾向にある。（汎用・生産用機械） 

 雇用情勢 「感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は、低下している。新規求人数は、卸売業・小売業、製造業等が減少していることから、

前年を下回っている。 

➢ 感染症の影響により、慶弔用等の受注が減少したことから、和菓子店やギフト用品店の求人が取り下げられた。（労働局） 
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 設備投資 「２年度は前年度を下回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 全産業で１０．９％の減少見込みとなっている。

○ これを業種別にみると、製造業で７．７％、非製造業で１７．５％の減少見込みとなっている。

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 全産業で３５．５％の減益見込みとなっている。

○ これを業種別にみると、製造業で４０．１％、非製造業で１８．９％の減益見込みとなっている。

 住宅建設 「前年を下回っている」

○ 新設住宅着工戸数でみると、分譲で前年を上回っているものの、持家及び貸家で前年を下回っており、全

体としても前年を下回っている。

 公共事業 「前年度を上回っている」

○ 前払金保証請負金額（令和２年度９月累計額）でみると、管内合計は前年度を上回っている。

○ 発注者別にみると、市町村において前年度を下回っているものの、国、独立行政法人等及び県において前
年度を上回っている。

３．各県の総括判断 

前 回（２年７月判断） 今 回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

香川県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、足下では下げ止まりの

動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、下げ止まりの動き

がみられる 

個人消費は、感染症の影響が残る

ものの、緩やかに持ち直している。

生産活動は、弱い動きとなってい

る。雇用情勢は、感染症の影響によ

り、弱い動きとなっている。 

徳島県 

一部で下げ止まりの兆しがみ

られるものの、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、下押

しされた状況が続いている 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

個人消費、生産活動については、感

染症の影響が残るものの、緩やか

に持ち直しつつある。雇用情勢に

ついては、弱い動きが続いている。 

愛媛県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、足下では下げ止まりの

動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、緩やかに持ち直しつつ

ある 

個人消費は、感染症の影響が残る

ものの、緩やかに持ち直している。

生産活動は、下げ止まりの動きが

みられる。雇用情勢は、感染症の影

響により、弱い動きとなっている。 

高知県 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、足下では下げ止まりの

動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にある

ものの、持ち直しの動きがみら

れる 

個人消費は、感染症の影響が残る

ものの、緩やかに持ち直してい

る。生産活動は、下げ止まりの動

きがみられる。雇用情勢は、感染

症の影響により、弱い動きとなっ

ている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるも
のの、足下では下げ止まりの動
きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、厳しい状況にあるもの
の、緩やかに持ち直しつつある 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、百貨店・スーパー販売が持ち直しつつ

あり、ホームセンター販売や家電大型専門店販売は前年を上回っているなど、持ち直しつつある。生産活動

は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率が低下している

など、感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きが続いているものの、足下では緩やか

な持ち直しの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、持ち直しつつある 

生産活動 
一部に下げ止まりの動きがみられるものの、

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きが続いている 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられる

ものの、緩やかに持ち直しつつある 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い

動きとなっている 

設備投資 ２年度は増加見込み ２年度は減少見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

住宅建設 弱含んでいる 弱含んでいる 

【先行き】 

先行きについては、新型コロナウイルス感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げ

ていくなかで、各種政策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、感染症の動向な

ど、管内経済を下押しするリスクに留意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、持ち直しつつある」 

百貨店・スーパー販売は、衣料品が不調であるものの、内食需要の高止まりにより食料品が堅調であるこ

とから、持ち直しつつある。コンビニエンスストア販売は、イベント中止などにより繁華街や観光地の店舗

が不調であることから、前年を下回っている。ドラッグストア販売は、衛生用品や食料品を中心に前年を上

回っている。ホームセンター販売は、ＤＩＹ関連商品や園芸用品が好調であることなどから、前年を上回っ

ている。家電大型専門店販売は、白物家電を中心に前年を上回っている。乗用車の新車販売は、前年を下回っ

ているものの、新型車投入効果などもあり、持ち直しの動きがみられる。宿泊者数（延べ）は、厳しい状況が

続いているものの、客足の戻りがみられる。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 結婚式などのイベントの自粛により、消費者が衣料品を購入するきっかけが減少していると感じている。シルバーウィー

クに開催した催事は盛況であった。（百貨店・スーパー） 

➢ 一部お盆の帰省自粛や運動会のお弁当需要減の影響がみられたが、内食需要が高止まりし食料品は全体的に好調である。

（百貨店・スーパー） 

➢ 住宅街の店舗は比較的好調であるものの、夏のイベント中止や観光客の減少により、繁華街や観光地の店舗が不調となっ

ている。（コンビニエンスストア） 
➣ 引き続きマスクやアルコール除菌などの衛生用品と食料品が好調である。猛暑の影響で日焼け止め・制汗剤などの季節商

品もよく売れた。（ドラッグストア） 
➢ ガーデニング用品や建材などのＤＩＹ関連商品を中心に全般的に好調であった。夏はキャンプ用品などのアウトドア用

品、台風到来の際は防災関連商品が大きく伸びた。（ホームセンター） 

➢ エアコンは空気清浄機能がついた高価格のものがよく売れた。定額給付金効果のほか、感染症によって「巣ごもり」とい

う概念が生まれ、家庭の中に置く物、いわゆる耐久消費財である家電がフォーカスされていると感じる。（家電大型専門店） 
➢ ４～５月と比較すると来店客数が増加、８月からはほぼ前年並みとなっている。納車の遅れが解消したことも、販売台数

の回復に寄与している。（自動車販売店） 

➢ 低い水準が続いているが、徐々に回復傾向にある。シルバーウィークはほぼ満室で高い稼働率となり、連休や週末は動き

が出てきた。（宿泊業） 

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

食料品等は、畜産製品等が堅調である。電子部品・デバイスは、スマートフォン向け部品を中心に下げ

止まっている。化学・石油製品は、海外向け製品に持ち直しの動きがみられる。汎用・生産用・業務用機

械は、自動車関連製造装置に弱い動きがみられる。輸送機械は、自動車及び同部品に持ち直しの動きがみ

られる。 

➢ 感染症対策による外出自粛等により、業務用食品の需要は減少しているものの、家庭用食品の需要は大幅に増加しており、

全体としては好調に推移している。（食料品等） 

➢ 感染症の影響によるスマートフォン市場の減速はあったものの、海外メーカーの生産活動の回復が進み、受注は回復して

いる。（電子部品・デバイス） 

➢ 一部製品で海外需要の減少はあるものの、主力の農薬は北米向けが引き続き高水準の生産となっており、全体としては高

い生産水準を維持している。（化学・石油製品） 

➢ 感染症の影響による海外への移動制限などの影響により、新規受注に支障が出ている状況が続いている。（汎用・生産用・

業務用機械） 
➢ 感染症によるサプライチェーンへの影響のほか、自動車需要の低迷を受けて生産調整を実施していたが、現在は生産水準

が回復しつつある。（輸送機械） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は、低下している。新規求人数は、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業、卸売業・小売

業を中心に幅広い業種で前年を下回っている。 

➢ 医療・福祉において、感染症の感染拡大に伴う来院患者数の減少により求人を取り下げた事業所が、求人を再開していないこと

も減少要因の一つと考えられる。（公的機関） 
➢ 感染症の影響により客室稼働率が低下したため、従業員の出勤日数を減らして対応。雇用調整助成金を活用し、雇用の確保に努

めている。（宿泊業） 
➢ 飲食業において、小規模事業所から複数の職種、雇用形態など数名の求人が提出され、それらが積み重なってある程度の求人数

となっていたが、現在は感染症の影響により求人を限定し提出していることから求人数が大きく減少している。（公的機関） 
➢ 小売業において、引き続き観光客向けの小売店の求人に感染症の影響が生じていることなどから、求人が減少している。（公的

機関） 
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 設備投資 「２年度は減少見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 製造業では、情報通信機械器具製造業などで減少見込みとなっているものの、自動車・同附属品製造業な
どで増加見込みとなっており、全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、卸売業などで増加見込みとなっているものの、電気・ガス・水道業などで減少見込みとな
っており、全体では減少見込みとなっている。 

➢ 新エンジン製造のための機械装置や新車種の金型製造などの機械設備投資。（自動車・同附属品製造業） 

➢ 前年度のボイラーの大型更新投資の反動減。（電気・ガス・水道業） 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 製造業では、繊維工業で黒字転化見込みとなっているものの、情報通信機械器具製造業などで減益見込み
となっており、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、リース業などで増益見込みとなっているものの、宿泊業、飲食サービス業などで赤字転化
見込みとなっており、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超幅が縮小」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 企業の景況判断ＢＳＩは、前期(２年４－６月期)に比べ、全産業では｢下降｣超幅が縮小している。なお、
先行きについては、「下降｣超で推移する見通しとなっている。 

 住宅建設 「弱含んでいる」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、前年を下回っている。 

 公共事業  

○ 公共工事前払金保証統計の請負金額（２年４－９月累計）でみると、前年度を上回っている。 

 農業 

○ 野菜について、農協共販量は６月から８月まで前年を下回っている。販売単価は６月から８月まで前年を
上回っている。 

○ 畜産物について、牛のと畜頭数は６月は前年を上回り、７月、８月ともに前年を下回っている。枝肉卸売
価格は６月から８月まで前年を下回っている。豚のと畜頭数は６月は前年を上回り、７月、８月ともに前年
を下回っている。枝肉卸売価格は６月から８月まで前年を上回っている。 

 倒産 
○ 企業倒産（２年７－９月期）は、件数は前年を下回り、負債金額は前年を上回っている。 

 

３．各県の総括判断 

 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

熊本県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では下げ止ま
りの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況
にあるものの、緩やかに持
ち直しつつある 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、百貨店・スーパー販売が持ち直しつつあり、
ホームセンター販売や家電大型専門店販売は前年を上回
っているなど、持ち直しつつある。生産活動は、感染症
の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。
雇用情勢は、有効求人倍率が低下しているなど、感染症
の影響により、弱い動きとなっている。 

大分県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況にあ
るものの、足下では持ち直し
の兆しがみられる 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況
にあるものの、持ち直しつ
つある 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、ドラッグストア販売額やホームセンター販売
額が前年を上回っているほか、足下では百貨店・スーパ
ーで客足の戻りがみられるなど、持ち直しつつある。生
産活動は、感染症の影響がみられるものの、緩やかに持
ち直しているほか、雇用情勢は、感染症の影響により、
弱い動きとなっている。 

宮崎県 

新型コロナウイルス感染症の
影響により、厳しい状況が続
いているものの、足下では下
げ止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況
にあるものの、緩やかに持
ち直しつつある 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、家電大型専門店販売やホームセンター販売が
前年を上回っているなど、緩やかに持ち直しつつある。
また、生産活動は、一部に下げ止まりの動きがみられる
ものの、感染症の影響により、弱い動きが続いているほ
か、雇用情勢は、感染症の影響により、弱い動きが続い
ている。 

鹿児島県 

一部に下げ止まりの兆しがみ
られるものの、新型コロナウ
イルス感染症の影響により、
厳しい状況が続いている 

新型コロナウイルス感染症
の影響により、厳しい状況
にあるものの、緩やかに持
ち直しつつある 

 

個人消費は、引き続き宿泊・観光面で新型コロナウイル
ス感染症の影響による落ち込みがみられる一方、新車販
売で下げ止まりがみられることや百貨店・スーパー販売
で前年を上回ったことなどから、感染症の影響がみられ
るものの、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、一
部に持ち直しの動きがみられるものの、感染症の影響に
より、一進一退の状況にある。雇用情勢は、感染症の影
響により、弱い動きが続いている。 
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１．総論 

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、

厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きがみ

られる」 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるも

のの、足下では下げ止まりの動

きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるも

のの、緩やかな持ち直しの動き

がみられる 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、百貨店・スーパー販売額及びコンビ

ニエンスストア販売額の減少幅が縮小しているなど、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、自動車の生産台数が前年を下回っているものの、輸出向けを中心に回復

しているなど、一部に持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
新型コロナウイルス感染症の影響による厳

しさが残るものの、足下では一部に持ち直し

の動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、緩やかに持ち直しつつある 

生産活動 
新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるものの、足下では一部に下げ

止まりの動きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影響がみられ
るものの、一部に持ち直しの動きがみられ
る 

雇用情勢 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱

い動きとなっている 

新型コロナウイルス感染症の影響により、

弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は増加見込み ２年度は増加見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 

輸出 前年を下回っている 前年を下回っている 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、

各種政策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、新型コロナウイルス感染

症が地域経済に与える影響に十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある」 

百貨店・スーパー販売額は、新型コロナウイルス感染症の影響により、百貨店では外出控えによる来店客数の減

少により、前年を下回っているものの、スーパーでは引き続き巣ごもり消費により、食料品が好調なことなどから、

全体では減少幅が縮小している。コンビニエンスストア販売額は、新型コロナウイルス感染症の影響による外出控

えなどで来店客数が減少したことから、前年を下回っているものの、外食控えによる中食需要で冷凍食品などが好

調なことなどから、減少幅が縮小している。乗用車新車登録・届出台数は、普通車、小型車及び軽自動車いずれも

前年を下回っているものの、減少幅が縮小している。ドラッグストア販売額は、新型コロナウイルス感染症の影響

によりマスクや食料品等が好調なことなどから、前年を上回っている。家電大型専門店販売額は、前年を上回って

いる。ホームセンター販売額は、新型コロナウイルス感染症の影響により生活用品等が好調なことなどから、前年

を上回っている。旅行取扱高（九州全体）は、新型コロナウイルス感染症の影響により、大幅に前年を下回ってい

るものの、国内旅行については、持ち直しの動きがみられる。このように、個人消費は新型コロナウイルス感染症

の影響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 新型コロナウイルス感染症再拡大や台風、猛暑などの影響により、年配の方を中心に来店客数が減少。８月はお盆の帰省

の自粛でお土産やおもてなしの需要が減り、食料品が不調であった。１０月以降は、感染者数の減少やＧｏＴｏトラベルの効果

もあり、回復していくと見込んでいる。（百貨店、中堅企業） 

➢ 引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を受けているが、緊急事態宣言下と比較すると、客足は戻ってきており、売上、

登録台数ともに回復傾向にある。（自動車販売、中堅企業） 

➢ 引き続き７月以降も、テレワークの増加でパソコンが好調、また巣ごもり消費や特別定額給付金の効果もあり、全体の売

上は好調であった。また、８月は気温が高い日が続いたため、特にエアコンが好調であった。（家電量販店、中堅企業）  

 生産活動 「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、一部に持ち直しの動きがみられる」 

輸送機械の自動車は、新型コロナウイルス感染症の影響により、生産台数は前年を下回っているものの、輸出向

けを中心に生産が回復しており、持ち直しの動きがみられる。鉄鋼は、前年を下回っているものの、自動車向け鋼

材等を中心に持ち直しの動きがみられる。電子部品・デバイスは、自動車産業の生産調整の影響が続いているため、

低調に推移している。造船は、生産高は前年を上回るものの、受注残は減少している。このように、生産活動は新

型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、一部に持ち直しの動きがみられる。 

➢ ７－９月期は海外需要が回復し、前年度と同水準まで生産が戻っている。また、１０月以降は、前年を上回る生産の計画
を見込んでおり、新型コロナウイルス感染症の影響から持ち直している。（輸送機械、大企業） 

➢ ４－６月期を底に自動車産業の回復によって、鋼材の生産量は７月から回復基調にある。また、１０月以降は、例年を上
回る計画となっている。（鉄鋼、大企業） 

➢  自動車の生産調整によって、メーカー側で車載用電子部品の在庫が増加したため、10月以降は受注が減少し、年内は受注
の回復が難しい状況となっている。（情報通信機械器具、中堅企業） 

 雇用情勢 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率は引き続き低下している。新規求人数及び新規求職者数は新型コロナウイルス感染症の影響により

前年を下回っている。このように、雇用情勢は、弱い動きとなっている。 

➢ 雇用調整助成金を活用していたが、足下の受注回復により９月からは休業せずに操業している。（金属製品、中堅企業） 

➢ 引き続き雇用調整助成金を活用し、従業員の一部休業を行っている。（宿泊、大企業） 

➢ 飲食店等が求人を中止していることから、アルバイトを募集すればすぐに充足する状況であり、人手不足感は解消して

いる。（小売、大企業） 

➢ コロナウイルス第２波到来への懸念から新規求人が出し控えられていたが、足下でも新規求人数は前年比減少してい

る。（労働局） 
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 設備投資 「２年度は増加見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 
○ 製造業では、「窯業・土石製品」等で減少見込みとなっているものの、「電気機械器具」、「非鉄金属」等で
増加見込みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「宿泊、飲食サービス」等で減少見込みとなっているものの、「電気・ガス・水道」、「小売」
等で増加見込みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ 今年度は、研究・生産施設の竣工に加え、新製品製造のためのライン増強等の設備投資を予定しているため、増加見

込みとなっている。（電気機械器具、大企業） 

➢ 昨年度に引き続き、製品増産にかかる工場への設備投資を実施する予定であり、増加見込みとなっている。（非鉄金属、

大企業） 

 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○  製造業では、「その他の輸送用機械器具」等で増益見込みとなっているものの、「自動車・同附属品」、「電
気機械器具」等で減益見込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

○  非製造業では、「小売」等で増益見込みとなっているものの、「宿泊、飲食サービス」、「建設」等で減益見
込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、持家、貸家、分譲住宅及び給与住宅いずれも減少していることから前年を下
回っている。 

 輸出 「前年を下回っている」 

○ 輸出（円ベース）は、前年を下回っている。なお、輸入（円ベース）は、前年を下回っている。 

（その他項目） 

○ 企業の景況感を法人企業景気予測調査（２年７－９月期）の景況判断ＢＳＩでみると、２年７－９月期は、
「下降」超幅が縮小している。先行きについては、２年１０～１２期は、「上昇」超に転じる見通しとなって
いる。 

 

３．各県の総括判断 

 
前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 

前回 
比較 

総括判断の要点 

福岡県 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるもの

の、足下では下げ止まりの動きが

みられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかな持ち直し

の動きがみられる 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、百貨店・スーパー販売
額及びコンビニエンスストア販売額の減少
幅が縮小しているなど、緩やかに持ち直しつ
つある。生産活動は、新型コロナウイルス感
染症の影響により、自動車の生産台数が前年
を下回っているものの、輸出向けを中心に回
復しているなど、一部に持ち直しの動きがみ
られる。雇用情勢は、弱い動きとなっている。 

佐賀県 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるもの

の、足下では下げ止まりの動きが

みられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、緩やかな持ち直し

の動きがみられる 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、百貨店・スーパー販売
額及び専門量販店販売額は前年を上回って
おり、緩やかに持ち直しつつある。生産活動
は、輸送機械を中心に、一部に持ち直しの動
きがみられる。雇用情勢は、弱い動きとなっ
ている。 

長崎県 

新型コロナウイルス感染症の影

響により、厳しい状況にあるもの

の、足下では一部に下げ止まりの

兆しがみられる 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、厳しい状況にあ

るものの、一部に持ち直しの

動きがみられる 

 

個人消費は、新型コロナウイルス感染症の影
響がみられるものの、緩やかに持ち直しつつ
ある。生産活動は横ばいの状況にあり、雇用
情勢は同感染症の影響により、弱い動きとな
っている。 
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１．総論

【総括判断】「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳

しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きがみられ

る」 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

新型コロナウイルス感染症の影響
により、極めて厳しい状況にある
ものの、足下では下げ止まりの動
きがみられる 

新型コロナウイルス感染症の影
響により、厳しい状況にあるも
のの、緩やかな持ち直しの動き
がみられる 

（注）２年１０月判断は、前回７月判断以降、１０月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、百貨店・スーパーやコンビニエンスストアの販売額が減少するなど、感染症の影響がみら

れるものの、食料品が引き続き堅調に推移するなど、持ち直しの動きがみられる。観光は、入域観光客数

が大幅に減少するなど、感染症の影響により、厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きがみら

れる。雇用情勢は、有効求人倍率が低下するなど、感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（２年７月判断） 今回（２年１０月判断） 
前回 
比較 

個人消費 
感染症の影響により、弱含んでいるものの、足

下では持ち直しの動きがみられる 

感染症の影響がみられるものの、持ち直しの
動きがみられる 

観光 
感染症の影響により、悪化しているものの、足

下では下げ止まりの動きがみられる 

感染症の影響により、厳しい状況にあるもの
の、緩やかな持ち直しの動きがみられる 

雇用情勢 感染症の影響により、弱い動きとなっている 感染症の影響により、弱い動きとなっている 

設備投資 ２年度は前年度を上回る見込み ２年度は前年度を上回る見込み 

企業収益 ２年度は減益見込み ２年度は減益見込み 

企業の 

景況感 
現状判断は、「下降」超幅が拡大している 

現状判断は、「上昇」と「下降」の均衡となって

いる 

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 

生産活動 弱含んでいる 弱含んでいる 

【先行き】 

先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、各

種政策の効果もあって、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただし、感染症が地域経済に与える影

響に十分注意する必要がある。 
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２．各論 

 個人消費 「感染症の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる」 

百貨店・スーパー販売額は、不要不急の買い物を控える動きなどから、前年を下回っているものの、巣

ごもり需要などから食料品は堅調な動きがみられる。コンビニエンスストア販売額は、感染症の影響によ

り、前年を下回っているものの、住宅街周辺を中心に持ち直しの動きがみられる。ドラッグストア販売額

は、インバウンド需要の減少などから前年を下回っている。新車販売台数は、感染症の影響により、前年

を下回っているものの、中古車販売台数は、前年を上回っている。家電販売額は、在宅勤務の増加に伴う

需要増などから、パソコンなどに動きがみられ、前年を上回っている。このように、個人消費は感染症の

影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。 

（主なヒアリング結果） 

➢ ７月は、お中元の取り扱いを開始しており、ＥＣでは２３０％増と好調であったが、来店のボリュームは落ちている。外

出自粛などから全体的に悪い。８月は、県独自の緊急事態宣言の発出を受け、外出自粛が続き、その影響が大きかった。９

月は、例年この時期に行っている物産展等の催事を取りやめたのでその影響が大きかった。加えて昨年の消費増税の反動減

の影響もある。４－６月期は臨時休業をしていた期間もあり、それと比較すると通常営業に戻せた７－９月期は良くはなっ

ているが、客足の戻りは鈍く良い状況とは言えない。（百貨店・スーパー）  

➢ ７月は、新型コロナの感染拡大により外出自粛のため衣料品などが悪かったが、巣ごもり需要により食料品はよかった。

８月は県独自の緊急事態宣言の発出を受け来客数は減少し、９月は台風の影響や、昨年度の消費増税の反動減もあり
前年を下回った。１０月以降は、昨年の１０月が消費増税の駆け込み需要の反動で悪かったことから、今年はその反
動増でプラスとなる月になるので、昨年を上回るよう取り組みたい。（百貨店・スーパー） 

➢ 住宅立地では、来店客数は減少しているが、まとめ買いで客単価は上がっている。オフィス立地は良くはなってい
ない。観光地周辺は、９月の４連休はよかった。観光施設の再開の動きから良くなる見込み。但し、観光地周辺の店
舗数は少なく、やはり県民が動き出さないと駄目だ。（コンビニエンスストア） 

➢ ７－９月は、地元客を主流としているエリアにおいては前年を上回る店舗もあったが、新型コロナの影響によるインバウ

ンドの減少で実績の落ちているエリアの影響が大きく前年を下回っている。なお、同エリアでは、一部店舗の休業や、時短

営業を実施している。（ドラッグストア） 

➢ ７－９月の売上は前年を下回っているが、４－６月と比べ客足は戻り受注も増えて良くなってきている。感染が拡大し、

独自の緊急事態宣言が出されたことから、来店客数が大きく減少するかと考えていたが、それほど大きな影響はなかった。

売上減少要因としては、新型コロナの影響に加えて、前年度は消費税の駆け込み需要ありその影響もあるかと思われる。  

（自動車販売店） 

➢ ７－９月を通して営業時間短縮の影響はあるが、７月は、１０万円給付の影響が落ち着いたのか、６月と比べエアコンの

売上げは減少した。５－６月に売上げたエアコンの取付工事が７月以降集中し、取付工事の対応が難しくなったことも影響

している。パソコンは、テレワークなどの影響で売上げは良かった。（家電量販店） 

 観光 「感染症の影響により、厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる」 

入域観光客数は、感染症の影響により大幅に減少している。外国客は、感染症拡大防止のための入国制

限措置などから皆減となっている。国内客は、県独自の緊急事態宣言の影響などにより、大幅に減少して

いるものの、国の旅行需要喚起策などの効果もあって、航空便の予約が増加傾向にあるなど、緩やかに持

ち直しつつある。ホテルの客室稼働率、客室単価はともに前年を大幅に下回っているものの、リゾートホ

テルを中心に、改善の動きもみられる。このように、観光は感染症の影響により、厳しい状況にあるもの

の、緩やかな持ち直しの動きがみられる。 

➢ １０月の予約状況は、すでに９月の実績を上回っている。「Ｇｏ Ｔｏキャンペーン」に東京が追加されたことによる効果

だと思う。シルバーウィーク後の新型コロナウイルス感染症の再拡大が心配されるところだが、再拡大の兆候は無く安全で

あると認知されると、予約数はさらに伸びる可能性がある。コロナ禍の中では、直前まで予約状況は予想しづらい。 

（旅行） 

➢ ７月上旬から始まった県の「彩発見キャンペーン第２弾」や中旬の４連休で、ホテル利用者数は増加傾向となったが、７

月下旬以降の県内における新型コロナ感染症再拡大を受けて、キャンセルが急増した。その後の沖縄県の緊急事態宣言によ

り、利用者数は９月上旬まで低調に推移したが、９月下旬以降、稼働率は再び改善傾向にある。（宿泊） 

➢ シルバーウィークから２週間後の１０月初旬に感染が再拡大せず、安全であることが確認されれば、９月よりも上向くの

ではないか。「Ｇｏ Ｔｏキャンペーン」に東京が追加されるタイミングでもあるので、期待している。（レンタカー） 

➢ ４月の緊急事態宣言以降、観光客や県内の団体でのバス需要がほぼ消滅し、夏場になってもこの状況は変わっておらず、

非常に厳しい状況が続いているものの、１０月に入り、修学旅行の対応が少しずつ入り始めて、稼働率が少し改善してきて

いる。(陸運) 
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 雇用情勢 「感染症の影響により、弱い動きとなっている」 

有効求人倍率（季節調整値）は低下している。新規求人数は、宿泊業・飲食サービス業など、多くの業

種で前年を下回っており、新規求職者数（新規求職申込件数）は前年を上回っている。このように、雇用

情勢は、感染症の影響により、弱い動きとなっている。 

➢ ８月の有効求人倍率（季節調整値）は０．６７倍となった。前月と同水準であり、６ヶ月ぶりの下げ止まりではあるが、

実態としては、月内いっぱい発出されていた沖縄県の緊急事態宣言により、求職者の外出が自粛されていたことで、新規求

職申込件数が大幅に減少したことによるものである。今後の見通しは、沖縄県の緊急事態宣言が明けて、求職者が動き出し、

新規求職申込件数は増加すると見込むが、新規求人数は８月同様、９月も元々多くないため、有効求人倍率(季節調整値)は

８月よりも減少するのではないかと見ている。（行政機関） 

 設備投資 「２年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 製造業では、パルプ・紙・紙加工品などで増加することから、全体では前年度を５６．１％上回る見込み
となっている。 

○ 非製造業では、情報通信、サービスなどで減少するものの、電気・ガス・水道などで増加することから、
全体では前年度を５．５％上回る見込みとなっている。 

➢ 今年度は、本社の移転を予定しているため、増加見込みである。(紙製造） 

➢ 前年度に海底ケーブル敷設、新規施設建設を行ったため、反動減により、減少見込みである。 (情報通信) 

 企業収益 「２年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 製造業では、鉄鋼、その他製造などで減益となることから、全体では８．７％の減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、サービス、卸売・小売などで減益となることから、全体では５７．７％の減益見込みとな
っている。 

 企業の景況感 「現状判断は「上昇」と「下降」の均衡となっている」 
（全産業）「法人企業景気予測調査」２年７－９月期 

○ 企業の景況判断ＢＳＩは、全産業では「上昇」と「下降」の均衡となっている。先行きは「下降」超で推

移する見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数は、持家、貸家、分譲ともに前年を下回っており、全体でも前年を下回っている。 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 公共工事前払金保証請負額（２年度９月累計）は、前年を上回っている。 

 生産活動 「弱含んでいる」 

○ 食料品は、感染症の影響により、前年を下回っているほか、窯業・土石、金属製品、化学・石油製品いず

れも前年を下回っているなど、生産活動は弱含んでいる。 
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Ⅲ 主要経済指標の動向 

  

【計数の表記】 

1.- ＝該当数値なし又は未公表 

2.▲＝減 

3.P ＝速報値 

4.年は1月から12月、年度は4月から3月までの計数。 

5.財務局管内の計数は特段の断りのない限り、都道府県別の計数を各管内に組み替えて算出して

いる。 

6.計数は、季節調整替え、基準改定、速報の確報化、誤計数の判明により、過去に遡って訂正され

る場合がある。 
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　　　    地域別主要経済指標の動向

（１）鉱工業生産指数（前年比・前期比・前月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 近畿 中国 四国 九州・福岡 沖縄

30年 1.1 ▲2.3 ▲0.4 1.0 ▲1.1 0.9 1.4 ▲0.4 0.9 ▲2.5

R1年 ▲3.0 ▲4.0 ▲3.9 ▲3.7 ▲4.4 ▲4.0 ▲0.2 ▲0.5 ▲2.6 ▲3.3

R1/ 7- 9 ▲1.1 ▲2.8 ▲0.8 ▲1.8 ▲2.0 0.2 ▲3.6 ▲0.5 1.1 ▲1.0

10- 12 ▲3.6 ▲2.5 0.0 ▲4.1 ▲4.7 ▲7.3 ▲1.1 ▲0.8 ▲2.3 ▲5.9

R2/ 1- 3 0.4 ▲2.5 1.8 ▲1.0 ▲1.0 4.2 ▲1.8 ▲0.8 ▲3.5 0.6

4- 6 ▲16.9 ▲10.0 ▲12.3 ▲14.6 ▲9.7 ▲15.0 ▲18.8 ▲8.3 ▲13.1 ▲15.9

前年比 ▲19.8 ▲16.4 ▲11.4 ▲19.7 ▲15.8 ▲16.7 ▲23.4 ▲9.9 ▲16.4 ▲20.0

 R2年 3月 ▲3.7 ▲3.1 ▲3.1 ▲1.3 ▲1.0 ▲1.1 0.2 6.2 4.1 ▲17.7

4月 ▲9.8 ▲4.7 ▲2.2 ▲9.1 ▲3.5 ▲9.5 ▲15.5 ▲8.3 ▲10.0 ▲6.6

5月 ▲8.9 ▲5.7 ▲11.0 ▲8.2 ▲8.4 ▲8.9 ▲6.5 ▲7.5 ▲7.0 ▲4.0

6月 1.9 0.4 ▲1.6 4.6 ▲1.1 3.0 7.2 ▲2.7 1.1 8.0

7月 8.7 ▲0.8 4.6 4.7 2.9 7.2 8.6 0.5 2.8 8.7

8月 1.0 P▲1.8 P▲6.4 P▲0.2 P  1.9 P  0.0 P  0.8 P▲1.6 P  2.9 -

前年比 ▲13.8 P▲19.0 P▲13.6 P▲15.5 P▲14.1 P▲14.0 P▲9.8 P▲16.4 P▲15.4 ▲15.3
（注）1.年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比、前年比は最新月(四半期)の原指数。

　　　2.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。東海は静岡県を除く。

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄県

（２）鉱工業生産者出荷指数（前年比・前期比・前月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 九州・福岡 沖縄

30年 0.8 ▲2.5 ▲0.2 0.1 1.2 0.9 ▲1.0 0.4 ▲1.9

R1年 ▲2.7 ▲4.8 ▲3.5 ▲3.5 ▲4.4 ▲1.3 0.0 ▲1.7 ▲4.9

R1/ 7- 9 ▲0.1 ▲3.0 ▲0.5 ▲1.1 1.8 ▲2.8 0.5 0.1 0.1

10- 12 ▲3.9 ▲1.7 ▲0.7 ▲4.3 ▲4.8 ▲1.8 ▲2.4 ▲1.1 ▲5.6

R2/ 1- 3 ▲0.6 ▲3.9 0.7 ▲0.9 1.2 ▲3.4 ▲0.2 ▲5.3 ▲6.7

4- 6 ▲16.8 ▲10.5 ▲11.1 ▲15.6 ▲16.1 ▲16.6 ▲9.6 ▲17.4 13.2

前年比 ▲19.9 ▲17.9 ▲11.6 ▲20.0 ▲16.8 ▲22.7 ▲10.9 ▲22.1 1.5

 R2年 3月 ▲5.8 ▲3.2 ▲4.7 ▲2.6 ▲2.2 ▲1.9 4.5 ▲0.7 ▲3.8

4月 ▲9.5 ▲5.8 1.0 ▲11.0 ▲11.4 ▲13.1 ▲6.1 ▲10.5 2.5

5月 ▲8.9 ▲3.7 ▲12.3 ▲8.1 ▲10.8 ▲5.8 ▲10.6 ▲10.5 ▲9.5

6月 4.8 ▲0.1 ▲1.5 7.4 7.1 6.5 1.1 5.3 71.1

7月 6.6 ▲0.3 7.9 4.1 7.3 5.2 0.4 5.6 ▲32.1

8月 1.5 P  0.1 P▲4.9 P  0.0 P▲1.0 P  2.0 P▲1.9 P  6.4 -

前年比 ▲14.2 P▲17.6 P▲11.6 P▲15.6 P▲13.6 P▲11.2 P▲18.4 P▲14.5 ▲14.9
（注）1.年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比、前年比は最新月(四半期)の原指数。

　　　2.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄県

（３）鉱工業生産者製品在庫指数（前年比・前期比・前月比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 九州・福岡 沖縄

30年 1.7 9.7 8.3 1.7 ▲1.7 ▲2.5 12.3 9.4 1.9

R1年 1.2 2.0 6.8 ▲1.2 3.1 1.1 0.4 ▲0.7 5.4

R1/ 7- 9 ▲1.1 1.9 ▲0.4 ▲1.7 ▲0.4 1.5 ▲0.7 0.7 4.0

10- 12 0.7 ▲0.2 0.8 ▲0.3 0.7 ▲1.3 0.8 ▲0.6 ▲6.3

R2/ 1- 3 2.3 5.7 5.0 0.6 0.8 7.8 1.6 1.6 6.2

4- 6 ▲5.3 1.9 ▲0.4 ▲2.3 ▲3.3 ▲12.1 0.5 1.1   1.0

前年比 ▲3.4 9.5 5.0 ▲3.8 ▲2.3 ▲5.1 2.2 2.8   4.7

 R2年 3月 1.9 3.9 3.7 0.3 1.2 5.8 2.5 1.5 15.3

4月 ▲0.3 0.8 0.3 0.2 ▲1.1 ▲3.3 1.7 0.7 ▲6.6

5月 ▲2.6 ▲0.4 0.9 ▲1.1 1.4 ▲4.3 ▲2.9 2.4 ▲0.5

6月 ▲2.4 1.5 ▲1.7 ▲1.4 ▲3.6 ▲5.0 1.7 ▲1.9 ▲3.6

7月 ▲1.5 ▲1.0 ▲2.2 ▲1.7 ▲2.9 4.4 ▲2.3 ▲2.1 1.4

8月 ▲1.3 P▲5.4 P▲3.5 P▲1.9 P▲2.1 P▲1.0 P▲0.8 P▲3.2 -

前年比 ▲5.9 P  5.0 P  0.0 P▲6.8 P▲7.2 P▲3.8 P  0.8 P▲2.4 ▲0.4
（注）1.年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比、前年比は最新月(四半期)の原指数、年・四半期は期末値。

　　　2.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄県
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（４）家計調査・消費支出（二人以上の世帯・前年同期(月)比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 沖縄

30年 0.8 (▲0.4) ▲2.8 4.9 1.1 6.9 ▲0.2 0.6 2.7 1.7 3.5

R1年 1.5 (0.9) 5.9 1.6 3.0 1.9 3.4 ▲0.3 7.9 ▲6.7 2.7

R1/ 7- 9 4.1 (3.7) 9.1 2.3 6.3 ▲3.1 6.5 0.3 9.8 ▲6.1 2.3

10- 12 ▲3.4 (▲4.0) 6.3 ▲6.4 0.8 ▲4.7 ▲5.7 ▲5.5 3.0 ▲6.9 ▲1.3

R2/ 1- 3 ▲2.9 (▲3.5) 1.5 ▲7.2 ▲1.5 ▲7.1 ▲5.8 ▲4.2 ▲2.0 ▲2.6 ▲6.2

4- 6 ▲9.7 (▲9.8) ▲6.5 ▲8.8 ▲10.6 ▲16.6 ▲10.1 ▲11.7 ▲10.7 ▲1.2 ▲17.2

R2年 3月 ▲5.5 (▲6.0) 0.9 ▲16.5 ▲3.9 ▲5.4 ▲7.7 ▲9.9 ▲4.5 ▲1.6 ▲2.1

4月 ▲11.0 (▲11.1) ▲6.2 ▲2.9 ▲9.9 ▲26.4 ▲15.0 ▲13.0 ▲19.4 ▲9.2 ▲23.9

5月 ▲16.2 (▲16.2) ▲10.2 ▲16.1 ▲20.0 ▲19.5 ▲14.8 ▲18.5 ▲14.3 0.2 ▲20.5

6月 ▲1.1 (▲1.2) ▲3.0 ▲6.2 ▲1.0 ▲1.7 0.3 ▲2.6 3.3 6.5 ▲7.0

7月 ▲7.3 (▲7.6) 8.2 ▲6.0 ▲8.3 ▲11.0 ▲13.7 ▲2.4 ▲11.0 ▲3.3 3.5

8月 ▲6.7 (▲6.9) 3.1 ▲7.1 ▲10.0 ▲0.2 0.4 ▲6.1 ▲18.5 2.4 ▲5.4

（注）1.名目値。全国の( )は実質値。

　　　2.関東は新潟県を除く。北陸は新潟県を含む。

　　　3.全国の30年1月以降の数値は、30年1月調査からの調査方法の変更の影響による変動を調整した推計値（変動調整値）。　　　

（資料）総務省

（５）百貨店・スーパー販売額（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

30年 0.0 (▲0.5) 0.7 ▲0.3 0.1 0.4 1.1 ▲0.6 ▲0.4 0.6 ▲2.4 2.8

R1年 ▲1.1 (▲1.3) ▲0.4 ▲0.9 ▲1.3 ▲0.5 ▲1.1 ▲0.8 ▲0.8 ▲0.3 ▲1.1 2.4

R1/ 7- 9 2.0 (1.6) 1.8 0.1 1.7 1.4 2.2 3.4 2.0 2.1 3.6 5.0

10- 12 ▲4.1 (▲4.1) ▲3.5 ▲3.3 ▲4.1 ▲3.7 ▲2.9 ▲5.0 ▲4.4 ▲3.8 ▲4.7 ▲1.3

R2/ 1- 3 ▲3.5 (▲4.0) ▲4.0 ▲1.5 ▲2.9 ▲3.1 ▲1.3 ▲7.1 ▲2.5 ▲0.2 ▲2.3 ▲1.3

4- 6 ▲11.4 (▲14.0) ▲6.6 ▲2.1 ▲11.0 ▲6.3 ▲5.9 ▲20.0 ▲10.1 ▲5.5 ▲8.6 ▲6.8

R2年 3月 ▲8.8 (▲10.1) ▲8.9 ▲4.6 ▲7.9 ▲7.4 ▲6.0 ▲14.5 ▲7.6 ▲3.6 ▲8.4 ▲6.4

4月 ▲18.6 (▲22.1) ▲10.2 ▲6.2 ▲17.8 ▲12.6 ▲12.7 ▲28.6 ▲17.2 ▲12.3 ▲18.7 ▲16.1

5月 ▲13.6 (▲16.9) ▲9.2 ▲1.8 ▲13.4 ▲ 10.1 ▲6.5 ▲23.9 ▲12.4 ▲6.6 ▲8.9 ▲6.9

6月 ▲2.3 (▲3.4) ▲0.4 1.6 ▲2.2 3.4 1.1 ▲7.8 ▲1.0 2.0 1.6 2.5

7月 ▲3.2 (▲4.2) ▲1.1 0.2 ▲3.1 1.1 0.6 ▲7.8 ▲2.1 2.4 ▲3.2 ▲2.7

8月 ▲1.2 (▲3.2) ▲1.8 0.2 0.6 P▲1.2 1.1 ▲6.3 ▲3.0 4.0 ▲0.2 ▲8.1
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。東海は富山県、石川県を含み、静岡県を除く。

　　　2.全店ベース、全国の（　）は既存店ベース（調査月において、当月と前年同月でともに存在した店舗の数値）。

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄総合事務局

（６）コンビニエンスストア販売額（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国

30年 1.5 0.4 2.2 2.4 2.1 0.9

R1年 2.0 0.9 1.6 2.6 2.0 1.1

R1/ 7- 9 1.4 ▲0.5 0.3 0.7 ▲0.1 ▲1.2

10- 12 2.5 1.4 2.1 2.6 1.7 1.6

R2/ 1- 3 ▲0.1 ▲0.8 0.4 ▲1.3 ▲0.4 ▲0.7

4- 6 ▲5.5 ▲6.6 ▲8.2 ▲10.8 ▲8.3 ▲8.5

R2年 3月 ▲4.9 ▲5.2 ▲4.7 ▲7.2 ▲5.0 ▲5.6

4月 ▲6.5 ▲9.7 ▲10.3 ▲13.1 ▲9.9 ▲10.8

5月 ▲7.2 ▲8.3 ▲9.3 ▲11.5 ▲10.0 ▲10.1

6月 ▲2.7 ▲1.7 ▲5.0 ▲7.7 ▲5.0 ▲4.4

7月 ▲4.9 ▲6.9 ▲8.3 ▲9.3 ▲7.0 ▲6.4

8月 ▲3.8 ▲5.6 ▲5.2 ▲7.0 ▲5.2 ▲5.3
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

　　　2.全店ベース。

（資料）経済産業省

2.6

▲4.0

▲6.0

▲4.9

0.1

2.7

▲0.0

▲8.1

▲5.5

▲10.8

北陸・東海

▲9.3

0.9

1.0

▲1.3

▲4.5

▲ 4.8

1.2

0.9

0.3

2.0

▲9.6

▲11.4

▲1.1

▲6.5

▲22.1

▲4.8

▲1.9

▲6.6

九州・福岡・沖縄

▲1.1

4.6

▲1.0

▲7.8

▲32.7

0.1

▲6.3

▲4.1

▲2.3

▲5.4

九州・福岡

福岡

▲7.6

▲19.7

▲12.7

▲5.3

▲0.7

▲2.3

3.2

2.0

1.7

0.1

2.0

▲0.3

▲8.5

▲6.6

▲10.7

▲9.6

▲5.1

▲7.9

▲5.6

▲10.0

▲9.2

▲6.8
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（７）家電大型専門店販売額　（前年同期(月)比増減率) 単位：％

北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 沖縄

30年 1.8 ▲0.4 3.1 1.7 1.9 0.5 0.3

R1年 4.7 3.5 3.1 5.6 3.3 1.5 4.3

R1/ 7- 9 23.8 16.6 16.0 18.3 14.9 15.0 28.1

10- 12 ▲11.5 ▲8.3 ▲10.6 ▲6.5 ▲11.8 ▲13.7 ▲14.3

R2/ 1- 3 ▲3.9 1.7 ▲1.4 ▲3.8 ▲2.8 ▲2.2 ▲4.3

4- 6 9.5   18.3 8.8 4.3 10.6 15.9 17.8

 R2年 3月 ▲12.7 ▲3.8 ▲9.0 ▲11.1 ▲10.8 ▲8.0 ▲8.7

4月 ▲6.7 ▲2.8 ▲9.0 ▲12.5 ▲4.6 ▲3.6 ▲17.7

5月 3.8 17.8 7.7 5.2 14.9 15.4 24.8

6月 29.9 38.0 26.5 18.3 19.0 32.2 43.5

7月 4.1 8.6 15.0 12.3 7.3 7.7 2.3

8月 ▲6.6 3.8 12.7 7.8 8.7 10.5 1.8
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

　　　2.全店ベース。

（資料）経済産業省

（８）ドラッグストア販売額（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 近畿 中国 四国 沖縄

30年 4.1 5.7 5.2 8.0 6.3 6.8 17.9

R1年 6.0 7.9 5.6 3.9 6.3 5.9 11.6

R1/ 7- 9 6.9 10.3 10.4 8.0 12.5 11.0 17.6

10- 12 6.4 7.8 2.6 0.8 ▲0.1 ▲0.1 5.0

R2/ 1- 3 7.8 15.0 11.4 7.3 10.1 9.4 5.1

4- 6 3.9 12.7 6.6 ▲0.1 16.6 11.7 ▲5.7

R2年 3月 13.3 18.0 7.4 0.4 4.9 8.1 ▲5.1

4月 3.2 15.7 9.3 1.7 24.3 15.0 ▲2.3

5月 3.4 9.5 4.4 ▲0.1 12.3 10.8 ▲11.4

6月 5.1 12.8 6.2 ▲1.7 13.9 9.4 ▲3.3

7月 4.2 9.9 5.9 ▲0.2 5.8 6.7 ▲8.5

8月 1.3 9.5 8.0 5.5 15.1 11.7 ▲5.4
（注）1.関東は静岡県、近畿は福井県を含む。北陸・東海は静岡県、福井県を除く。

　　　2.全店ベース。

（資料）経済産業省

（９）乗用車新車登録・届出台数（前年同期(月)比増減率) 単位：％

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

30年 ▲2.2 ▲0.8 ▲0.6 1.4 ▲0.0 0.9 1.5 0.6 0.0 5.4

R1年 ▲2.8 ▲1.5 ▲2.3 ▲3.7 ▲1.9 ▲0.9 ▲4.0 ▲0.1 ▲1.7 ▲1.3

R1/10-12 ▲17.8 ▲13.6 ▲14.8 ▲21.0 ▲16.1 ▲17.4 ▲19.3 ▲16.7 ▲17.0 ▲6.1

R2/ 1- 3 ▲10.1 ▲11.3 ▲7.7 ▲10.4 ▲11.6 ▲11.9 ▲9.1 ▲10.0 ▲13.8 ▲9.3

4- 6 ▲32.0 ▲30.2 ▲32.7 ▲33.7 ▲33.9 ▲34.1 ▲31.9 ▲31.8 ▲32.2 ▲43.9

7- 9 P▲13.4 ▲12.8 ▲13.3 ▲14.4 ▲15.1 ▲16.4 ▲12.9 ▲15.4 ▲14.3 ▲14.7

R2年 4月 ▲28.9 ▲30.5 ▲30.0 ▲34.1 ▲30.8 ▲30.5 ▲29.8 ▲31.4 ▲30.0 ▲42.6

5月 ▲44.1 ▲44.1 ▲45.6 ▲46.1 ▲47.7 ▲48.8 ▲47.2 ▲48.8 ▲46.9 ▲55.7

6月 ▲24.4 ▲17.3 ▲23.5 ▲22.2 ▲24.3 ▲24.1 ▲19.6 ▲16.4 ▲20.7 ▲35.3

7月 ▲12.3 ▲11.7 ▲12.1 ▲13.6 ▲15.1 ▲14.9 ▲10.0 ▲11.7 ▲11.0 ▲17.4

8月 ▲9.9 ▲12.9 ▲15.7 ▲15.8 ▲15.3 ▲16.4 ▲13.5 ▲14.0 ▲13.2 ▲15.2

9月 P▲16.8 ▲13.6 ▲12.6 ▲14.2 ▲14.9 ▲17.6 ▲14.8 ▲19.2 ▲17.8 ▲10.7
（注）登録ナンバーベース（普通乗用車＋小型乗用車＋軽乗用車）

（資料）日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会、又は運輸局

▲32.2

九州・福岡

3.9

▲12.6

▲28.2

▲47.4

6.3

▲22.2

▲10.5

▲11.8

▲14.9

北陸・東海

5.9 6.7 4.8

5.6 7.4

9.7 11.6

2.7 5.0 0.6

10.8 14.5 8.3

7.8 14.7 10.1

7.6 12.2 6.5

10.8 20.0 12.7

6.4 15.7 8.9

6.4 8.8 8.6

5.5 8.7 6.1

9.1 15.1 11.5

全国 福岡

0.1      

▲2.1      

▲16.0      

▲10.0      

1.4

▲2.0

▲14.7

▲11.7

▲14.8      

▲14.8      

▲32.9      

▲14.1      

▲30.4      

▲46.7      

▲22.6      

▲12.8      

全国 北陸・東海 九州・福岡

2.1      2.0 ▲0.3

3.5      2.5 2.2

16.8      16.1 17.2

▲10.3      ▲14.0 ▲12.3

▲2.3      ▲4.7 ▲1.9

9.1      9.0 13.7

▲9.5      ▲11.1 ▲7.5

▲9.0      ▲7.1 ▲10.3

8.8      9.4 12.7

9.5      4.0 14.1

25.6      21.9 36.1

12.1      8.5 10.9
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（10）新設住宅着工戸数（前年同期(月)比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年度 0.7 ▲3.5 ▲3.5 ▲0.8 4.7 6.0 6.6 ▲2.8 ▲5.2 1.2 ▲0.5 ▲4.6

R1年度 ▲7.3 ▲9.2 ▲11.0 ▲7.7 ▲2.5 ▲4.7 ▲6.5 ▲7.0 ▲5.0 ▲8.3 ▲6.8 ▲12.1

R1/ 7- 9 ▲5.4 ▲7.4 ▲12.9 ▲4.8 ▲2.5 ▲10.1 ▲2.8 ▲4.4 ▲4.9 ▲10.3 3.5 5.1

10- 12 ▲9.4 ▲20.6 ▲13.8 ▲12.3 ▲0.1 ▲4.2 ▲1.8 ▲4.2 ▲10.9 ▲16.4 ▲5.7 ▲12.4

R2/ 1- 3 ▲9.9 ▲2.5 ▲15.4 ▲10.1 ▲18.1 ▲8.3 ▲5.6 ▲18.8 ▲11.1 2.0 ▲14.5 ▲24.4

4- 6 ▲12.4 ▲12.3 ▲18.4 ▲8.9 ▲25.4 ▲20.8 ▲6.9 ▲20.6 ▲13.5 ▲12.5 ▲14.6 ▲9.9

R2年 3月 ▲7.6 ▲3.7 ▲14.0 ▲9.7 ▲16.2 ▲5.2 0.2 3.3 ▲13.6 4.1 ▲20.4 ▲18.4

4月 ▲12.4 ▲10.9 ▲15.4 ▲12.0 ▲32.1 10.9 ▲15.7 ▲24.1 ▲9.1 ▲21.7 ▲25.1 ▲2.1

5月 ▲12.0 ▲5.9 ▲17.1 ▲7.3 ▲22.7 ▲41.4 ▲1.2 ▲3.4 ▲22.1 2.3 ▲12.9 44.1

6月 ▲12.8 ▲18.4 ▲21.9 ▲7.1 ▲21.2 ▲23.6 ▲3.0 ▲28.7 ▲10.0 ▲18.3 ▲3.5 ▲44.2

7月 ▲11.3 ▲16.7 ▲16.6 ▲6.9 ▲14.8 ▲10.5 ▲8.3 ▲15.2 ▲2.5 ▲14.5 ▲29.6 ▲36.9

8月 ▲9.1 17.9 ▲15.2 ▲6.6 ▲3.9 ▲17.0 ▲9.5 ▲7.6 ▲2.3 ▲23.1 ▲7.1 ▲41.0
（資料）国土交通省

（11）公共工事請負金額（前年同期(月)比増減率) 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年度 1.1 ▲2.9 ▲2.7 1.5 13.8 9.3 ▲1.1 9.6 0.9 ▲5.3 9.5 ▲21.8

R1年度 6.8 11.5 ▲3.0 1.4 16.9 13.4 17.9 18.9 16.2 12.1 0.7 3.1

R1/10- 12 4.4 11.1 6.3 ▲12.1 2.9 2.3 39.6 11.5 17.7 15.4 ▲2.8 44.6

R2/ 1- 3 7.1 ▲4.0 ▲3.3 4.7 4.4 21.2 24.6 3.7 ▲0.1 30.8 30.9 ▲24.1

4- 6 3.4 11.0 9.3 ▲5.5 8.1 ▲4.9 18.0 ▲0.1 ▲3.8 14.9 8.9 21.0

7- 9 7.5 ▲7.6 24.5 5.2 ▲7.8 4.4 19.3 2.9 14.0 ▲1.8 9.5 ▲4.6

R2年 4月 3.2 33.7 16.9 ▲15.4 4.5 ▲23.5 45.0 20.1 3.0 1.3 3.7 35.4

5月 ▲0.5 7.9 8.8 ▲14.1 0.5 ▲8.7 21.7 1.7 ▲5.1 11.7 2.7 11.0

6月 3.4 11.0 9.3 ▲5.5 8.1 ▲4.9 18.0 ▲0.1 ▲3.8 14.9 8.9 21.0

7月 1.6 4.3 4.5 ▲5.0 5.7 ▲3.3 15.0 ▲3.1 ▲3.8 11.7 9.8 5.9

8月 3.3 3.7 10.1 ▲1.0 4.4 ▲2.4 13.4 ▲0.9 ▲1.9 8.6 7.8 5.2

9月 5.2 4.3 16.3 ▲0.7 3.6 ▲1.0 18.5 1.3 5.5 6.1 9.2 4.2

（注）月別は当該年度累計。

（資料）北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社

（12）消費者物価指数（総合：前年同月比増減率)［27年基準］ 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 1.0 1.5 0.9 0.9 1.5 1.0 0.7 0.8 1.1 0.6 0.8 1.2

R1年 0.5 0.6 0.6 0.8 0.5 0.1 0.5 0.1 0.4 0.2 0.6 0.3

R2年 2月 0.4 0.8 0.5 0.4 0.7 0.1 0.5 0.9 0.0 0.2 0.4 ▲0.1

3月 0.4 0.8 0.6 0.4 0.2 0.0 0.4 0.8 0.1 0.2 0.5 ▲0.6

4月 0.1 ▲0.2 0.5 0.2 ▲0.4 0.0 0.1 0.2 ▲0.3 ▲0.3 0.3 ▲0.7

5月 0.1 ▲0.5 0.4 0.4 ▲0.2 0.0 0.2 0.4 ▲0.1 ▲0.3 0.5 ▲0.8

6月 0.1 ▲0.5 0.2 0.3 0.3 0.1 0.1 0.6 ▲0.1 ▲0.2 0.4 ▲0.6

7月 0.3 ▲0.7 0.3 0.6 0.3 0.3 0.0 0.5 0.3 0.1 0.7 ▲0.4

8月 0.2 ▲0.4 0.1 0.3 ▲0.2 0.3 0.1 0.5 ▲0.2 ▲0.2 0.4 ▲0.6
（注）本局所在市。関東は、東京都区部の計数。

（資料）総務省

（13）消費者物価指数（生鮮食品を除く総合：前年同月比増減率)［27年基準］ 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 0.9 1.5 0.8 0.8 1.3 0.9 0.5 0.6 0.9 0.6 0.6 1.0

R1年 0.6 0.7 0.7 0.9 0.7 0.4 0.7 0.4 0.5 0.4 0.8 0.5

R2年 2月 0.6 0.9 0.5 0.5 0.8 0.2 0.5 1.0 ▲0.1 0.2 0.4 ▲0.2

3月 0.4 0.7 0.5 0.4 0.3 0.0 0.4 0.9 0.1 0.2 0.3 ▲0.5

4月 ▲0.2 ▲0.5 0.1 ▲0.1 ▲0.5 ▲0.3 ▲0.2 0.0 ▲0.6 ▲0.6 ▲0.1 ▲0.9

5月 ▲0.2 ▲0.7 0.1 0.2 ▲0.4 ▲0.2 ▲0.1 0.1 ▲0.5 ▲0.6 0.2 ▲1.0

6月 0.0 ▲0.7 ▲0.1 0.2 0.0 ▲0.1 0.0 0.3 ▲0.2 ▲0.5 0.2 ▲0.8

7月 0.0 ▲0.9 ▲0.1 0.4 ▲0.1 0.0 ▲0.4 0.2 0.0 ▲0.3 0.2 ▲0.6

8月 ▲0.4 ▲0.8 ▲0.5 ▲0.3 ▲0.8 ▲0.3 ▲0.7 ▲0.1 ▲0.5 ▲0.7 ▲0.3 ▲1.2
（注）本局所在市。関東は、東京都区部の計数。

（資料）総務省
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（14）有効求人倍率（新規学卒除き、パートタイムを含む) 単位：倍

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 1.61 1.16 1.53 1.63 2.00 1.85 1.59 1.87 1.55 1.49 1.49 1.17

R1年 1.60 1.21 1.48 1.60 1.96 1.81 1.61 1.90 1.58 1.48 1.47 1.19

R1/ 7- 9 1.59 1.23 1.46 1.59 1.94 1.79 1.60 1.88 1.58 1.47 1.46 1.19

10- 12 1.57 1.28 1.44 1.58 1.91 1.73 1.59 1.86 1.56 1.46 1.44 1.20

R2/ 1- 3 1.44 1.14 1.33 1.46 1.69 1.50 1.47 1.72 1.47 1.36 1.32 1.09

4- 6 1.21 0.94 1.16 1.22 1.40 1.23 1.21 1.47 1.25 1.16 1.13 0.79

R2年 3月 1.39 1.09 1.28 1.42 1.62 1.42 1.42 1.68 1.42 1.29 1.28 1.06

4月 1.32 0.97 1.23 1.34 1.55 1.36 1.33 1.57 1.33 1.23 1.21 0.91

5月 1.20 0.93 1.14 1.22 1.39 1.22 1.20 1.45 1.25 1.16 1.12 0.78

6月 1.11 0.93 1.12 1.11 1.28 1.11 1.12 1.38 1.17 1.11 1.06 0.68

7月 1.08 0.95 1.10 1.06 1.24 1.04 1.07 1.35 1.19 1.10 1.05 0.67

8月 1.04 0.94 1.09 1.01 1.20 1.00 1.04 1.28 1.15 1.10 1.01 0.67
（注）1.年は原数値、四半期、月は季節調整値。

　　　2.北海道は平成19年12月から季節統計の計上方法が変更され、全数の数値に影響を与えているため、常用・原数値。

（資料）厚生労働省

（15）完全失業率 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 沖縄

30年 2.4 2.9 2.5 2.4 2.0 1.8 2.8 2.4 2.2 3.4

R1年 2.4 2.6 2.5 2.3 1.9 1.9 2.6 2.4 2.3 2.7

30/ 7- 9 2.5 2.8 2.5 2.4 1.8 1.9 3.0 2.4 2.2 3.3

10-12 2.4 2.8 2.4 2.3 2.1 1.6 2.9 2.7 1.8 3.1

31/ 1- 3 2.4 2.8 2.9 2.4 1.8 1.7 2.7 2.5 2.1 2.5

4- 6 2.4 3.0 2.2 2.5 2.1 1.9 2.8 2.4 2.5 2.7

R1/ 7- 9 2.3 2.1 2.4 2.3 1.8 2.1 2.5 2.3 2.4 2.9

10-12 2.2 2.4 2.7 2.1 2.0 1.9 2.3 2.3 2.0 2.7

R2/ 1- 3 2.4 2.5 2.6 2.4 1.9 1.9 2.7 2.2 2.1 3.0

4- 6 2.8 3.3 2.9 3.0 2.2 2.1 3.0 2.2 2.7 3.5
（注）1.原数値。

　　　2.関東は新潟県を除く。北陸は新潟県を含む。

（資料）総務省

九州・福岡

2.7

2.6

3.0

2.5

2.6

2.9

2.7

2.5

2.7

2.5
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（16）貸出金残高（前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年度末 1.8 1.7 2.4 3.1 2.7 2.4 1.4 3.3 3.1 3.8 2.1 6.2

元年度末 2.2 1.2 0.7 1.9 2.6 1.1 2.6 2.7 2.6 3.2 2.5 3.1

R1年 9月末 1.5 2.4 0.7 1.8 1.3 0.7 1.7 2.0 2.8 3.2 1.7 5.1

 12月末 1.7 2.3 0.7 1.5 1.6 0.9 2.2 2.3 3.8 2.9 2.0 4.8

 R2年 3月末 2.2 1.2 0.3 1.9 1.4 1.1 2.6 2.7 2.6 3.2 2.5 3.1

6月末 6.7 5.2 3.0 5.8 4.0 11.6 5.4 4.8 4.5 4.5 5.6 4.6

R2年 3月末 2.2 1.2 0.3 1.9 1.4 1.1 2.6 2.7 2.6 3.2 2.5 3.1

4月末 3.9 1.6 0.9 3.4 2.2 7.5 3.9 3.0 3.1 3.4 3.2 4.3

5月末 6.2 3.5 2.3 5.7 3.5 10.6 5.5 4.9 4.4 4.5 4.9 4.3

6月末 6.7 5.2 3.0 5.8 4.0 11.6 5.4 4.8 4.5 4.5 5.6 4.6

7月末 7.0 6.3 3.6 5.9 4.7 12.8 5.9 5.2 4.9 4.8 6.1 5.0

8月末 7.0 5.9 3.8 5.9 4.9 12.7 5.5 5.2 4.5 4.7 6.1 5.1
（注）1.末残

　　　2.国内銀行+信用金庫ベース。四国、九州及び福岡は国内銀行ベース。

　　　3.全国はオフショア勘定を含む、その他はオフショア勘定を除く。

（資料）各財務（支）局、又は日本銀行、信金中央金庫、銀行協会

（17）企業倒産件数（負債総額１千万円以上：前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 ▲2.0 ▲16.6 10.8 ▲6.8 2.7 3.7 ▲3.4 0.9 18.0 18.1 14.8 ▲13.7

R1年 1.8 ▲8.2 13.1 1.0 5.7 ▲9.8 3.5 4.5 17.1 6.9 11.4 13.6

R1/10-12 6.8 ▲15.7 18.5 4.0 ▲10.6 ▲3.8 12.4 23.5 27.9 6.4 12.1 28.6

R2/ 1- 3 12.9 ▲8.6 31.0 12.0 39.5 17.5 6.8 47.1 15.2 32.6 ▲2.7 ▲9.1

4- 6 ▲11.4 ▲12.5 ▲1.1 ▲23.8 ▲10.1 ▲0.9 ▲4.6 6.5 ▲3.9 31.5 ▲16.3 ▲82.4

7- 9 ▲7.4 ▲27.7 ▲40.2 ▲5.7 ▲15.7 ▲3.4 1.7 4.8 ▲17.5 ▲30.8 ▲17.4 ▲7.7

R2/ 4月 15.2 56.3 121.1 ▲7.6 83.3 54.3 7.2 70.8 11.1 62.5 0.0 ▲60.0

5月 ▲54.8 ▲56.5 ▲65.1 ▲56.7 ▲64.0 ▲56.6 ▲60.8 ▲31.4 ▲15.4 25.0 ▲52.8 ▲100.0

6月 6.3 ▲16.0 12.1 ▲10.7 0.0 3.5 42.5 0.0 ▲10.0 13.6 6.3 ▲80.0

7月 ▲1.6 ▲20.0 ▲46.9 2.3 ▲8.6 ▲6.4 17.0 15.2 ▲12.5 ▲47.4 ▲23.9 25.0

8月 ▲1.6 ▲47.6 ▲11.4 ▲4.2 ▲15.7 22.1 1.1 26.1 ▲44.4 ▲6.3 ▲9.1 ＊

9月 ▲19.5 0.0 ▲55.8 ▲16.0 ▲26.6 ▲20.2 ▲14.1 ▲25.9 ▲6.7 ▲35.3 ▲16.7 ▲44.4
（注）＊は前年の件数が0件であるため算出できない。

（資料）東京商工リサーチ

（18）企業倒産負債総額（負債総額１千万円以上：前年同期(月)比増減率） 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

30年 ▲53.1 ▲58.5 0.0 ▲67.7 ▲34.4 0.9 11.9 ▲47.5 22.9 59.8 ▲38.0 99.5

R1年 ▲4.2 16.5 22.9 ▲20.6 174.2 ▲12.0 32.2 ▲6.5 ▲17.6 ▲27.3 46.4 ▲54.0

R1/10-12 14.7 42.7 ▲4.0 ▲5.3 13.5 139.6 4.4 32.6 ▲31.0 120.0 ▲1.3 58.6

R2/ 1- 3 ▲34.4 55.7 37.8 ▲36.5 ▲75.4 ▲0.7 ▲63.8 66.7 2.1 ▲27.9 28.5 5.7

4- 6 17.9 ▲37.6 ▲56.0 ▲7.1 ▲39.5 70.4 121.8 15.0 44.7 137.0 ▲37.8 ▲74.5

7- 9 ▲16.9 ▲68.3 ▲47.8 ▲34.6 5.6 0.6 19.0 28.7 2.4 65.0 27.0 ▲8.7

R2/ 4月   35.6 95.4 ▲39.3 ▲13.6 165.3 192.0 158.4 225.6 7.4 238.6 ▲55.0 ▲96.4

5月 ▲24.3 ▲90.1 ▲59.5 ▲18.4 ▲72.1 ▲40.1 2.3 ▲57.3 15.3 558.3 ▲27.4 ▲100.0

6月 48.1 ▲25.3 ▲63.7 19.9 33.6 49.5 229.5 36.4 113.7 ▲49.7 ▲4.7 200.6

7月 7.9 ▲76.6 ▲40.6 18.1 63.0 28.3 3.9 77.6 ▲46.5 100.6 ▲19.0 353.7

8月 ▲16.9 ▲65.8 5.4 ▲42.7 12.0 ▲19.2 18.4 169.3 54.6 162.1 19.9 ＊

9月 ▲37.4 ▲59.6 ▲73.8 ▲61.8 ▲72.4 ▲13.0 35.4 ▲31.9 44.2 ▲32.8 153.4 ▲92.0
（注）＊は前年の額が0円であるため算出できない。

（資料）東京商工リサーチ

- 57 -



（19） 法人企業景気予測調査(R2年7-9月期調査)　(全国は母集団推計、各局は単純集計)

 (1) 景況判断ＢＳＩ（貴社の景況）（全規模・全産業） 単位：％ﾎﾟｲﾝﾄ

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

R2/ 4- 6 - ▲47.5 ▲51.9 ▲50.7 ▲63.8 ▲61.8 ▲57.5 ▲56.0 ▲47.2 ▲56.3 ▲58.8 ▲67.0

7- 9 - ▲6.8 ▲13.7 ▲9.0 ▲12.9 ▲11.2 ▲12.9 ▲7.8 ▲5.9 ▲11.0 ▲3.5 0.0

10-12 - ▲7.0 ▲6.8 ▲2.7 ▲4.1 ▲4.0 ▲5.9 ▲4.9 ▲5.0 ▲1.8 0.9 ▲11.9

R3/ 1- 3 - ▲8.9 ▲10.7 ▲0.5 ▲3.0 ▲3.4 ▲4.6 ▲2.3 ▲3.2 ▲4.1 ▲1.2 ▲1.8

 (2) 企業収益
　①経常利益（全規模・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲23.2 ▲27.3 ▲33.8 ▲19.0 ▲23.2 ▲33.5 ▲20.9 ▲26.7 ▲35.5 ▲38.1 ▲26.0 ▲53.6

　②経常利益（大企業・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲16.4 ▲12.0 ▲36.9 ▲19.2 ▲23.8 ▲34.4 ▲20.0 ▲26.0 ▲46.8 ▲16.8 ▲22.7 -

　③経常利益（中堅企業・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲30.0 ▲49.5 ▲31.6 ▲13.8 ▲25.9 ▲26.5 ▲33.3 ▲25.0 ▲16.7 ▲99.9 ▲34.6 -

　④経常利益（中小企業・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲32.9 赤転 ▲15.9 ▲28.6 ▲17.5 ▲28.6 ▲40.9 ▲40.1 ▲21.4 ▲62.5 ▲29.8 -

 (3) 売上高（全規模・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲6.8 ▲2.6 ▲4.3 ▲6.9 ▲6.4 ▲9.1 ▲5.0 ▲7.3 ▲3.1 ▲4.0 ▲3.7 ▲7.6

 (4) 設備投資（全規模・全産業） 前年度比増減率：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡 沖縄

令 和 2 年度 ▲6.8 ▲3.3 ▲11.1 0.6 ▲9.0 ▲3.5 7.3 3.6 ▲10.9 ▲0.3 13.6 7.3

　(注）金融業、保険業は調査対象外
       各局は電気・ガス・水道業を除く

　(注）金融業、保険業を含む　　ソフトウェア含む、土地除く
  　　 北陸は電気・ガス・水道業を除く

※「法人企業景気予測調査」の標本設計（調査対象法人の選定）は、全国ベースの業種・規模のみを基準としているため、必ずし
も各財務局等の産業構造を正確に反映しているわけではない。各財務局等の集計結果は、地域の産業構造をより反映させるため、
全国分の集計結果には含まれない調査先（工場や事業所等）が含まれている場合等がある。
※沖縄の企業規模別計数は、データ秘匿の観点から非公表。
※黒転は黒字転化、赤転は赤字転化、赤縮は当期赤字幅縮小、赤拡は当期赤字幅拡大を表す。

　(注）前期比「上昇」－「下降」社数構成比
  　　 R2年7-9月は現状判断、R2年10-12月及びR3年1-3月は見通し　なお、R2年4-6月は前回調査時の現状判断

　(注）金融業、保険業を含む。各局は電気・ガス・水道業、金融業、保険業を除く

　(注）金融業、保険業を含む。各局は電気・ガス・水道業、金融業、保険業を除く

　(注）金融業、保険業を含む。各局は電気・ガス・水道業、金融業、保険業を除く

　(注）中小企業は電気・ガス・水道業、金融業、保険業は調査対象外
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（20）法人企業統計調査（全国は母集団推計。各局は単純集計、資本金10億円以上。前年同期比増減率）

【全産業】
 (1)売上高 単位：％

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡

 R1/ 7- 9 ▲2.6 ▲0.8 4.3 ▲2.3 0.3 2.3 ▲0.3 3.1 ▲0.4 ▲17.4 3.3

 10-12 ▲6.4 ▲3.3 ▲6.6 ▲6.3 ▲2.0 ▲7.5 ▲6.9 ▲9.1 ▲9.5 ▲30.6 ▲3.1

R2/ 1- 3 ▲7.5 ▲6.5 ▲7.5 ▲6.6 ▲12.0 ▲8.6 ▲5.2 ▲14.0 ▲8.6 ▲3.1 ▲4.6

4- 6 ▲17.7 ▲2.8 ▲14.1 ▲17.2 ▲11.2 ▲27.3 ▲15.9 ▲27.8 ▲10.5 ▲15.5 ▲10.9

 (2)経常利益
 R1/ 7- 9 ▲5.3 ▲5.0 89.2 ▲13.0 ▲18.7 ▲9.2 ▲1.0 14.8 ▲25.7 24.3 ▲17.5

 10-12 ▲4.6 ▲13.6 42.1 ▲0.9 13.8 ▲13.3 ▲2.5 ▲13.5 ▲24.8 40.3 ▲24.9

R2/ 1- 3 ▲28.4 50.8 ▲62.3 ▲38.0 ▲27.9 ▲69.4 ▲25.4 ▲66.2 ▲26.0 ▲10.3 ▲17.3

4- 6 ▲46.6 ▲9.4 ▲21.9 ▲28.7 ▲0.8 ▲43.6 ▲27.3 ▲77.7 ▲45.5 ▲41.3 ▲42.8

 (3)設備投資（ソフトウェア含む）
 R1/ 7- 9 7.1 13.6 21.1 18.9 ▲9.8 ▲1.9 7.4 ▲2.5 ▲17.9 ▲64.4 6.4

 10-12 ▲3.5 ▲17.7 ▲32.3 ▲6.3 ▲23.0 ▲18.1 ▲0.4 ▲10.4 ▲28.6 ▲66.3 9.6

R2/ 1- 3 0.1 ▲18.6 30.6 3.7 ▲7.5 ▲2.4 ▲9.3 0.5 2.8 ▲35.5 13.0

4- 6 ▲11.3 ▲9.6 ▲28.5 ▲8.0 ▲45.4 9.8 ▲8.3 ▲26.9 ▲25.2 5.6 ▲42.6

【製造業】
 (1)売上高

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡

 R1/ 7- 9 ▲1.5 ▲13.0 4.0 ▲2.1 ▲3.6 5.1 1.9 3.0 2.6 ▲29.3 2.5

 10-12 ▲6.7 ▲18.5 ▲11.7 ▲8.9 ▲4.7 ▲7.8 ▲6.5 ▲11.6 ▲9.2 ▲43.6 ▲6.5

 R2/ 1- 3 ▲5.5 ▲19.4 ▲11.8 ▲4.4 ▲5.0 ▲6.3 ▲4.5 ▲6.6 ▲11.0 0.3 ▲6.9

4- 6 ▲20.0 ▲22.5 ▲22.9 ▲19.1 ▲16.6 ▲33.8 ▲11.3 ▲44.9 ▲11.2 ▲14.4 ▲24.6

 (2)経常利益
 R1/ 7- 9 ▲15.1 9.0 75.6 ▲20.9 ▲26.3 ▲16.4 ▲6.6 64.7 ▲48.5 14.4 ▲4.6

 10-12 ▲15.0 ▲53.7 22.4 ▲9.1 ▲14.4 ▲23.7 ▲8.8 ▲51.1 ▲8.8 42.7 ▲23.9

 R2/ 1- 3 ▲25.3 黒転 ▲718.5 ▲9.6 ▲15.4 ▲74.3 ▲7.5 ▲69.9 4.4 ▲7.4 ▲29.1

4- 6 ▲48.7 ▲69.4 ▲41.6 ▲47.2 ▲71.6 ▲28.5 ▲5.7 ▲111.7 ▲25.6 ▲28.6 ▲76.4

 (3)設備投資（ソフトウェア含む）
 R1/ 7- 9 6.4 64.6 15.7 14.6 ▲12.6 ▲1.2 27.1 ▲10.3 ▲32.1 ▲80.3 ▲32.4

 10-12 ▲9.0 ▲23.1 ▲13.3 ▲11.2 ▲17.3 ▲24.2 3.0 ▲17.1 ▲27.8 ▲75.6 ▲47.3

 R2/ 1- 3 ▲5.3 ▲32.4 17.2 ▲7.7 4.1 0.2 ▲7.0 ▲0.8 1.1 ▲24.4 ▲20.5

4- 6 ▲9.7 ▲15.8 9.0 ▲8.8 ▲16.2 16.7 ▲13.6 ▲34.0 ▲23.3 53.0 ▲11.1

【非製造業】
 (1)売上高

全国 北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 福岡

 R1/ 7- 9 ▲3.1 2.8 4.5 ▲2.4 4.8 ▲2.5 ▲2.2 3.2 ▲4.2 4.7 3.6

 10-12 ▲6.3 1.5 ▲4.3 ▲4.6 1.2 ▲7.1 ▲7.3 ▲6.6 ▲10.0 ▲2.0 ▲1.8

 R2/ 1- 3 ▲8.3 ▲2.9 ▲5.6 ▲7.9 ▲19.6 ▲12.3 ▲5.8 ▲20.5 ▲5.4 ▲7.7 ▲3.7

4- 6 ▲16.8 3.2 ▲10.4 ▲16.1 ▲5.3 ▲15.5 ▲19.8 ▲12.0 ▲9.6 ▲16.7 ▲5.8

 (2)経常利益
 R1/ 7- 9 0.5 ▲6.4 97.7 ▲7.6 ▲12.0 7.8 6.6 0.0 32.5 47.3 ▲21.5

 10-12 1.1 0.2 70.8 2.9 97.0 11.6 8.2 27.6 ▲59.7 31.0 ▲25.2

 R2/ 1- 3 ▲29.6 10.8 ▲29.1 ▲49.0 ▲40.8 ▲51.2 ▲41.4 ▲62.7 ▲86.5 ▲18.4 ▲14.5

4- 6 ▲45.5 ▲0.4 ▲14.3 ▲20.9 44.2 ▲75.6 ▲48.2 ▲46.5 ▲63.1 ▲87.8 ▲28.4

 (3)設備投資（ソフトウェア含む）
 R1/ 7- 9 7.6 1.8 23.6 21.9 ▲7.4 ▲2.8 ▲9.4 3.8 6.7 ▲2.8 13.9

 10-12 ▲0.1 ▲16.5 ▲37.9 ▲2.6 ▲27.7 ▲9.4 ▲3.5 ▲5.7 ▲29.1 ▲24.4 19.6

 R2/ 1- 3 2.9 ▲15.1 35.9 10.1 ▲16.2 ▲5.2 ▲10.8 1.3 4.4 ▲49.7 17.9

4- 6 ▲12.1 ▲6.9 ▲43.5 ▲7.6 ▲73.2 2.1 ▲2.9 ▲20.9 ▲27.5 ▲34.5 ▲47.0
（注）1.沖縄はデータ秘匿の観点から非公表。

　　　2.金融業、保険業は除く。

      3.黒転は黒字転化、赤縮は当期赤字幅縮小、赤拡は当期赤字幅拡大を表し、前年同期がマイナスのため前年比の算出ができない。
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 都道府県別主要経済指標の動向

（１）鉱工業生産指数（前年比・前期比・前月比増減率） 単位：％

30年 R1年 R1.7-9月期 10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期 R2.3月 4月 5月 6月 7月 8月

全　国   1.1 ▲3.0 ▲1.1 ▲3.6   0.4 ▲16.9 ▲3.7 ▲9.8 ▲8.9 1.9 8.7 1.0

北海道 ▲2.3 ▲4.0 ▲2.8 ▲2.5 ▲2.5 ▲10.0 ▲3.1 ▲4.7 ▲5.7 0.4 ▲0.8 P▲1.8

青　森 ▲0.6 ▲2.9 ▲6.4   3.2   7.1 ▲18.7   7.8 ▲13.0 ▲8.6 ▲4.9 P 9.9 -

岩　手   4.9 ▲2.6   1.9   2.1 ▲5.9 ▲10.7 ▲1.6 ▲0.2 ▲15.4   9.3 P▲1.0 -

宮　城 ▲0.5 ▲4.9   1.1   0.3   1.4 ▲7.9 ▲5.6 ▲0.6 ▲4.0 ▲4.2 P▲1.6 -

秋　田 ▲1.2 ▲7.1   2.3   0.4   7.1 ▲10.0 ▲2.5 ▲6.1 ▲7.2   3.2 ▲2.6 -

山　形 ▲0.5 ▲0.3   1.1 ▲1.8   1.8 ▲14.4 ▲7.8 ▲3.7 ▲11.3   2.8 P 3.6 -

福　島   0.5 ▲4.9 ▲2.2 ▲3.5   5.7 ▲17.4   1.2 ▲11.6 ▲9.0 ▲1.9 P 7.8 -

茨　城 ▲0.8 ▲0.1 ▲3.8 ▲4.2   1.0 ▲11.5 ▲4.4 ▲2.9 ▲9.9   1.1 ▲0.8 5.6

栃　木 ▲2.9 ▲2.5 - - - -   2.3 ▲2.4 ▲4.2 ▲1.7   5.8 -

群　馬   1.1 ▲4.4   2.3   0.0 ▲3.2 ▲21.0   0.7 ▲0.6 ▲34.4 17.2   22.1 P 13.6

埼　玉   0.5 ▲4.8 ▲4.3 ▲2.0 ▲5.7 ▲9.0 ▲3.7 3.0 ▲13.5   7.4   3.4 -

千　葉   0.1 ▲2.4   0.8 ▲3.4   2.7 ▲10.1 ▲4.1 ▲4.3 ▲6.5   2.2   3.8 -

東　京   1.4 ▲2.1   0.5 ▲3.7 ▲1.5 ▲16.8 ▲6.5 ▲8.9 ▲7.4 0.7 P▲1.1 -

神奈川 ▲1.1 ▲3.6 - - - - ▲0.1 ▲5.4 ▲9.3   4.4 8.9 P▲7.5

新　潟   4.0 ▲2.5   0.4 ▲1.1 ▲2.5 ▲9.4 ▲2.2 ▲1.5 ▲7.7 ▲2.3 0.1 P 1.9

山　梨 4.8 ▲12.1 ▲1.3 ▲0.7 ▲1.0 ▲6.8 ▲4.7 5.7 ▲10.9 ▲4.4 8.8 -

長　野   5.5 ▲4.1 ▲2.4 ▲4.4   1.1 ▲10.9 ▲1.1 ▲0.1 ▲12.9 ▲0.4 1.4 P 2.1

富　山   4.4 ▲4.1   1.8 ▲2.1 ▲0.6 ▲10.4 3.8 ▲6.1 ▲8.0 0.2 P 2.6 -

石　川 ▲1.8 ▲5.6 ▲3.0 ▲8.7 ▲2.3 ▲10.1 ▲4.0 ▲1.8 ▲7.1 ▲6.0 P 3.2 -

福　井   0.6 ▲7.3 ▲3.1 ▲3.5   3.3 ▲10.6 ▲6.5 ▲3.2 ▲9.7 5.0 P 1.9 -

岐　阜   4.0   1.7 ▲2.9 ▲4.0 ▲0.3 ▲16.2 ▲2.4 ▲4.3 ▲19.6 5.6 5.4 -

静　岡 0.7 - - - - - ▲3.2 ▲ 20.4 ▲7.5 17.1 10.1 -

愛　知 ▲0.2 2.2 - - - - ▲7.4 ▲16.0 ▲18.4 1.8 28.5 -

三　重   3.5 ▲4.1 ▲4.0 ▲0.4 - - ▲8.0 ▲0.2 ▲9.0 4.9 0.5 8.8

滋　賀   2.9   0.3   4.8 ▲7.2 ▲2.1 ▲14.5 ▲11.5 ▲2.5 ▲16.3   9.5 11.6 P▲9.4

京　都   1.7 ▲7.7   0.4 ▲4.6 ▲3.8 ▲12.2   2.1 ▲2.4 ▲15.7   8.9 P 1.1 -

大　阪 ▲0.1   2.7 ▲1.2 ▲0.4 ▲2.1 ▲13.2 ▲6.1 ▲7.7 ▲7.5 ▲0.8 P 11.2 -

兵　庫   2.7 ▲0.6   0.5 ▲0.6 ▲3.9 ▲12.8   4.9 ▲10.3 ▲5.0   3.1 2.6 P 0.1

奈　良   2.3 ▲3.3 ▲2.6 ▲3.4 ▲2.6 ▲8.0 ▲3.0   0.9 ▲7.9   2.1 1.2 P▲6.5

和歌山   0.0 P▲6.0   0.1 ▲0.5 P▲2.1 P▲12.4 P 0.1 P▲2.2 P▲15.7 P▲3.7 P 5.3 -

鳥　取 ▲3.0 ▲2.3 ▲1.0 ▲0.8 ▲0.6 ▲0.6 ▲1.3 ▲11.1 1.7 ▲11.9 10.5 0.4

島　根 - - - - - -   7.0 ▲6.4 ▲ 17.1 9.4 ▲3.2 P 1.1

岡　山   3.0 ▲2.1 ▲1.5 ▲3.2 ▲1.4 ▲8.2   3.7 ▲8.0 ▲6.6 7.7 ▲2.8 P▲1.0

広　島 ▲2.9   0.4 ▲7.1 ▲2.1   4.0 ▲26.0 ▲6.8 ▲21.6 ▲ 3.9 5.7   19.2 P 1.8

山　口   3.2   1.6   0.8 ▲7.4 ▲3.5 ▲17.2 ▲6.5 ▲10.7 ▲7.4 8.7 1.9 P 9.9

徳　島   3.7 ▲0.7 ▲8.8   0.9 ▲0.3 ▲4.1 7.4 1.7 ▲16.0 ▲1.3 P 2.7 -

香　川   7.9 ▲3.7   1.9   2.5 ▲6.0 ▲10.5 7.7 ▲ 9.9 ▲4.2 ▲7.4 P▲6.7 -

愛　媛 ▲3.0   0.9   4.2 ▲4.3   3.0 ▲8.1 ▲ 0.6 ▲ 4.7 ▲5.4 1.1 P 2.2 -

高　知 ▲1.1 ▲3.2   4.1 ▲8.4   0.9 ▲6.9 ▲ 7.3 8.2 ▲14.5 1.9 P 7.3 -

熊　本   0.0   4.5   12.7 ▲9.8 ▲8.3 ▲3.2 ▲3.7 2.9 ▲ 11.8 11.1 P▲7.1 -

大　分 ▲0.6   0.7 ▲3.4   0.4   0.1 ▲11.2   1.9 ▲ 9.2 ▲ 6.8 7.4 P 0.7 -

宮　崎   0.5 ▲0.1   2.0 ▲4.4 ▲2.6 ▲7.9 ▲2.4 ▲ 2.7 ▲ 7.0 2.6 P▲2.4 -

鹿児島   3.5 ▲6.2 ▲0.4 ▲0.8   3.4 ▲6.5 ▲2.8 ▲ 3.2 ▲ 2.4 ▲ 3.2 P▲0.1 -

福　岡   0.3 -   0.9 ▲3.6   2.3 ▲19.5 12.9 ▲20.2 ▲8.5 1.3 6.9 -

佐　賀 ▲0.4 ▲3.1 ▲1.9 ▲1.9   2.2 ▲8.9 ▲3.5 ▲1.2 ▲6.2 ▲ 0.3 ▲ 0.7 -

長　崎 ▲7.8 - - - - - ▲5.3 ▲8.6 ▲7.8 5.3 - -

沖　縄 ▲2.5 ▲3.3 ▲1.0 ▲5.9   0.6 ▲15.9 ▲17.7 ▲6.6 ▲4.0 8.0 8.7 -

（注）年は原指数前年比、四半期・月は季調済指数前期比・前月比

（資料）経済産業省、各都道府県
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（２）百貨店・スーパー販売額（前年同期（月）比増減率） 単位：％
30年 R1年 R1.7-9月期 10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期 R2.3月 4月 5月 6月 7月 8月

全　国 0.0 ▲1.1 2.0 ▲4.1 ▲3.5 ▲11.4 ▲8.8 ▲18.6 ▲13.6 ▲2.3 ▲3.2 ▲1.2

北海道 0.7 ▲0.4 1.8 ▲3.5 ▲4.0 ▲6.6 ▲8.9 ▲10.2 ▲9.2 ▲0.4 ▲1.1 ▲1.8

青　森 ▲0.8 ▲0.5 0.8 ▲3.5 ▲2.0 ▲4.1 ▲5.5 ▲8.5 ▲3.5 ▲0.4 1.5 ▲2.0

岩　手 ▲0.8 ▲0.1   1.3 ▲3.1 ▲0.2 ▲2.4 ▲4.4 ▲4.8 ▲3.9 1.4 1.0 ▲1.2

宮　城 0.3 ▲1.2 ▲0.1 ▲4.1 ▲1.6 ▲4.7 ▲4.9 ▲10.4 ▲5.0 1.0 ▲1.9 0.1

秋　田 ▲0.7 ▲2.3 ▲0.6 ▲4.7 ▲1.5   0.6 ▲3.2 ▲3.9 2.3 3.2 0.1 ▲1.9

山　形 ▲2.2 ▲1.1   0.2 ▲2.3 ▲4.0 ▲3.7 ▲6.2 ▲6.4 ▲1.3 ▲3.3 ▲3.7 ▲3.8

福　島 0.5 ▲0.5 ▲0.3 ▲1.9 ▲0.3   2.4 ▲3.2 ▲0.5 1.9 5.8 4.0 4.7

茨　城 0.2 ▲ 0.0   0.1 ▲2.0   1.4   7.4 1.9 4.9 9.0 8.3 8.6 10.7

栃　木 0.5 ▲0.8 ▲0.6 ▲2.4 ▲0.7 ▲3.1 ▲5.2 ▲6.3 ▲6.0 3.2 2.0 4.9

群　馬 1.2 0.8   2.2   0.3   3.6   7.4 2.0 3.7   8.0 10.3 7.9 11.0

埼　玉 0.4 ▲1.1 ▲0.4 ▲3.4   1.2   1.6 0.3 ▲2.1 1.3 5.3 5.3 9.7

千　葉 ▲1.6 ▲1.5   1.3 ▲1.8   0.8 ▲1.8 ▲1.5 ▲6.6 ▲2.5 3.5 3.8 6.4

東　京 0.4 ▲1.1   3.7 ▲5.4 ▲8.1 ▲28.7 ▲18.1 ▲39.7 ▲35.7 ▲12.0 ▲13.8 ▲10.8

神奈川 ▲0.6 ▲2.5   0.8 ▲5.4 ▲2.6 ▲6.7 ▲5.9 ▲12.5 ▲8.1 0.1 ▲0.3 3.4

新　潟 2.5 ▲0.7 ▲0.2 ▲2.9   3.0   3.5 4.1 ▲0.3  2.8 7.8 5.6 6.6

山　梨 0.5 ▲2.0 ▲1.7 ▲2.7 ▲1.4   0.9 ▲4.0 ▲1.6 2.2 2.2 3.8 6.4

長　野 0.3 ▲1.1 ▲0.3 ▲2.3 0.9 ▲1.1 ▲1.6 ▲4.7 ▲1.0 2.3 ▲1.0 ▲1.1

富　山 ▲0.3 ▲1.4 0.9 ▲5.1 ▲3.1 ▲8.6 ▲6.3 ▲14.5 ▲13.1 1.5 0.3 ▲4.9

石　川 0.9 0.1 2.0 ▲2.6 ▲2.6 ▲5.8 ▲7.0 ▲11.5 ▲10.3 4.1 0.3 ▲0.3

福　井 0.4 ▲0.1 0.7 ▲4.0 ▲4.0 ▲3.8 ▲10.0 ▲12.0 ▲4.8 4.7 4.2 3.3

岐　阜 0.2 ▲1.1 ▲0.1 ▲2.9 0.5 1.3 1.3 ▲1.7 2.1 3.4 3.6 4.7

静　岡 ▲0.5 ▲1.4   1.2 ▲3.3 ▲0.8 ▲3.3 ▲4.9 ▲8.8 ▲1.8 0.5 0.9 3.4

愛　知 1.5 ▲1.3 2.8 ▲3.0 ▲2.3 ▲9.9 ▲9.0 ▲18.2 ▲10.5 ▲1.3 ▲1.3 ▲0.6

三　重 0.8 ▲0.1   2.5 ▲1.1 4.2 7.4 3.5 3.8 9.8 8.6 7.3 8.5

滋　賀 ▲1.3 ▲1.6 ▲0.6 ▲1.7 2.7 1.6 3.9 2.4 0.9 1.5 5.4 7.2

京　都 ▲0.9 ▲0.4 4.6 ▲5.6 ▲9.4 ▲28.5 ▲18.3 ▲37.5 ▲35.5 ▲13.0 ▲11.7 ▲10.5

大　阪 0.8 ▲0.2 5.2 ▲5.7 ▲11.2 ▲28.5 ▲21.7 ▲39.5 ▲33.3 ▲12.9 ▲13.1 ▲12.6

兵　庫 ▲3.0 ▲1.8 1.8 ▲4.3 ▲2.2 ▲10.0 ▲6.4 ▲17.3 ▲12.0 ▲0.9 ▲0.9 1.6

奈　良 ▲2.0 ▲2.2 0.5 ▲5.6 ▲1.8 ▲5.7 ▲2.5 ▲10.8 ▲7.1 0.5 ▲0.7 0.9

和歌山 ▲2.1 ▲1.9 ▲0.6 ▲3.1 ▲0.3 ▲7.7 ▲0.3 ▲10.2 ▲13.0 0.0 ▲2.0 ▲4.5

鳥　取 ▲4.4 ▲1.7 1.9 ▲4.8 ▲2.5 ▲8.5 ▲5.6 ▲13.4 ▲11.5 ▲0.9 ▲2.0 ▲6.1

島　根 1.9 ▲0.1 2.0 ▲2.4 1.0 ▲10.4 ▲1.4 ▲13.1 ▲16.7 ▲1.3 ▲3.7 ▲7.2

岡　山 ▲0.6 0.5 4.2 ▲3.0 ▲1.0 ▲5.3 ▲5.4 ▲11.4 ▲6.7 2.0 ▲0.3 0.2

広　島 ▲0.0 ▲1.0 1.9 ▲4.3 ▲3.6 ▲14.7 ▲10.3 ▲23.6 ▲17.6 ▲3.4 ▲4.3 ▲4.9

山　口 ▲0.6 ▲2.7 ▲1.3 ▲7.5 ▲3.4 ▲7.0 ▲7.3 ▲13.5 ▲7.7 ▲0.1 1.7 ▲ 1.2

徳　島 3.8 1.2 2.1 ▲1.5 1.9 ▲1.4 ▲2.3 ▲8.5 ▲1.7 5.8 12.4 19.7

香　川 0.9 0.1 3.0 ▲3.6 ▲0.1 ▲5.0 ▲2.7 ▲9.3 ▲6.9 1.0 0.1 0.8

愛　媛 ▲0.6 ▲0.7 2.2 ▲4.7 ▲0.5 ▲7.5 ▲3.9 ▲15.6 ▲8.6 1.4 0.5 0.9

高　知 0.3 ▲1.5 ▲0.2 ▲4.0 ▲1.7 ▲6.6 ▲6.3 ▲14.8 ▲6.8 1.6 1.7 0.4

熊　本 ▲1.8 ▲1.2 2.4 ▲4.1 ▲4.3 ▲14.1 ▲12.7 ▲26.9 ▲15.0 ▲1.2 ▲1.8 ▲1.5

大　分 ▲1.5 ▲3.2 1.0 ▲6.2 ▲2.9 ▲11.9 ▲9.6 ▲23.0 ▲12.9 0.1 ▲1.2 ▲3.6

宮　崎 ▲4.2 0.1 5.4 ▲3.2 ▲1.3 ▲8.3 ▲10.6 ▲16.8 ▲7.6 ▲0.7 ▲1.8 ▲5.8

鹿児島 ▲2.9 0.1 6.1 ▲5.0 ▲0.5 ▲2.5 ▲3.4 ▲10.7 ▲2.4 5.8 ▲5.9 4.8

福　岡 0.8 ▲2.2   0.6 ▲7.1 ▲9.3 ▲23.2 ▲15.1 ▲38.0 ▲26.1 ▲6.3 ▲6.8 ▲ 6.1

佐　賀 ▲3.1 ▲4.8 ▲3.2 ▲6.0 ▲0.6 ▲5.1 ▲0.7 ▲12.2 ▲6.2 2.7 1.8 0.6

長　崎 ▲2.1 ▲1.5 0.6 ▲2.8 0.2 ▲5.3 ▲4.1 ▲10.7 ▲6.2 0.8 ▲0.2 0.2

沖　縄 2.8 2.4 5.0 ▲ 1.3 ▲ 1.3 ▲ 6.8 ▲6.4 ▲16.1 ▲6.9 2.5 ▲2.7 ▲8.1

（注）全店ベース

（資料）経済産業省、各経済産業局、沖縄総合事務局
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（３）有効求人倍率（新規学卒除き、パートタイム含む。） 単位：倍
30年 R1年 R1.7-9月期 10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期 R2.3月 4月 5月 6月 7月 8月

全　国 1.61 1.60 1.59 1.57 1.44 1.21 1.39 1.32 1.20 1.11 1.08 1.04

北海道 1.16 1.21 1.23 1.28 1.14 0.94 1.09 0.97 0.93 0.93 0.95 0.94

青　森 1.30 1.24 1.22 1.22 1.11 0.95 1.10 1.00 0.93 0.91 0.92 0.91

岩　手 1.46 1.39 1.37 1.30 1.25 1.05 1.20 1.12 1.01 1.01 1.00 0.99

宮　城 1.69 1.63 1.62 1.60 1.43 1.27 1.35 1.33 1.26 1.21 1.17 1.14

秋　田 1.52 1.48 1.45 1.47 1.40 1.29 1.37 1.34 1.28 1.24 1.25 1.23

山　形 1.64 1.54 1.50 1.48 1.34 1.13 1.30 1.24 1.10 1.06 1.04 1.04

福　島 1.51 1.51 1.50 1.48 1.39 1.26 1.36 1.32 1.23 1.22 1.19 1.18

茨　城 1.60 1.62 1.61 1.61 1.52 1.35 1.47 1.41 1.36 1.30 1.27 1.19

栃　木 1.43 1.40 1.39 1.37 1.27 1.08 1.17 1.15 1.08 1.00 0.97 0.95

群　馬 1.71 1.70 1.68 1.63 1.52 1.33 1.51 1.51 1.33 1.17 1.10 1.07

埼　玉 1.33 1.31 1.31 1.30 1.20 1.06 1.17 1.15 1.07 0.98 0.93 0.87

千　葉 1.35 1.31 1.32 1.29 1.21 1.01 1.16 1.10 1.00 0.93 0.88 0.84

東　京 2.13 2.10 2.09 2.08 1.93 1.54 1.87 1.73 1.55 1.35 1.29 1.22

神奈川 1.20 1.19 1.17 1.17 1.07 0.94 1.07 1.03 0.95 0.85 0.79 0.75

新　潟 1.70 1.64 1.61 1.62 1.47 1.25 1.39 1.35 1.21 1.18 1.20 1.16

山　梨 1.47 1.42 1.40 1.37 1.26 1.03 1.20 1.11 1.02 0.97 0.93 0.90

長　野 1.69 1.60 1.58 1.52 1.44 1.14 1.39 1.29 1.12 1.03 0.99 0.98

富　山 1.96 1.91 1.88 1.85 1.56 1.31 1.51 1.43 1.30 1.21 1.17 1.14

石　川 1.99 1.95 1.97 1.90 1.67 1.32 1.59 1.46 1.32 1.19 1.15 1.10

福　井 2.07 2.05 1.99 2.01 1.90 1.69 1.84 1.88 1.66 1.53 1.48 1.43

岐　阜 2.00 2.01 1.99 1.94 1.75 1.39 1.64 1.51 1.40 1.27 1.24 1.18

静　岡 1.67 1.57 1.55 1.49 1.29 1.06 1.22 1.17 1.06 0.96 0.90 0.88

愛　知 1.95 1.93 1.92 1.85 1.57 1.28 1.50 1.44 1.28 1.14 1.07 1.02

三　重 1.71 1.66 1.64 1.56 1.39 1.18 1.34 1.29 1.17 1.08 1.04 1.01

滋　賀 1.38 1.35 1.34 1.33 1.22 0.94 1.14 1.08 0.93 0.83 0.81 0.82

京　都 1.57 1.60 1.60 1.58 1.51 1.24 1.44 1.36 1.24 1.13 1.04 1.00

大　阪 1.76 1.78 1.77 1.77 1.63 1.34 1.60 1.48 1.33 1.23 1.17 1.14

兵　庫 1.43 1.43 1.42 1.40 1.26 1.06 1.21 1.13 1.05 1.01 0.98 0.93

奈　良 1.46 1.49 1.48 1.45 1.43 1.24 1.40 1.32 1.24 1.16 1.11 1.11

和歌山 1.34 1.41 1.41 1.39 1.22 1.05 1.19 1.14 1.02 1.00 1.00 0.97

鳥　取 1.64 1.71 1.71 1.70 1.56 1.28 1.51 1.42 1.23 1.20 1.26 1.20

島　根 1.72 1.70 1.67 1.70 1.67 1.44 1.60 1.52 1.43 1.37 1.44 1.35

岡　山 1.95 2.02 2.01 2.01 1.91 1.61 1.90 1.76 1.59 1.50 1.44 1.43

広　島 2.05 2.05 2.02 1.98 1.78 1.53 1.76 1.64 1.52 1.43 1.35 1.22

山　口 1.58 1.62 1.61 1.60 1.41 1.24 1.35 1.29 1.23 1.21 1.22 1.18

徳　島 1.45 1.50 1.50 1.45 1.35 1.16 1.32 1.20 1.18 1.10 1.12 1.08

香　川 1.79 1.80 1.81 1.80 1.71 1.42 1.64 1.59 1.42 1.25 1.30 1.27

愛　媛 1.61 1.64 1.63 1.63 1.53 1.34 1.48 1.38 1.34 1.31 1.30 1.25

高　知 1.27 1.29 1.30 1.28 1.20 0.98 1.18 1.07 0.95 0.92 0.93 0.92

熊　本 1.69 1.63 1.62 1.61 1.45 1.22 1.40 1.32 1.23 1.13 1.13 1.11

大　分 1.54 1.53 1.51 1.49 1.40 1.19 1.32 1.27 1.18 1.13 1.10 1.07

宮　崎 1.50 1.45 1.44 1.40 1.30 1.14 1.28 1.20 1.12 1.10 1.10 1.14

鹿児島 1.31 1.35 1.36 1.35 1.28 1.11 1.20 1.15 1.11 1.08 1.07 1.08

福　岡 1.60 1.57 1.56 1.55 1.40 1.18 1.34 1.27 1.18 1.11 1.08 1.03

佐　賀 1.31 1.30 1.28 1.28 1.20 1.07 1.17 1.13 1.08 1.01 1.03 1.04

長　崎 1.25 1.21 1.21 1.17 1.11 0.97 1.10 1.04 0.94 0.93 0.93 0.91

沖　縄 1.17 1.19 1.19 1.20 1.09 0.79 1.06 0.91 0.78 0.68 0.67 0.67

（注）1.年は原数値、四半期・月は季節調整値

　　　2.北海道は、常用、原数値

（資料）厚生労働省
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（４）完全失業率 単位：％
30年 R1年 30.7-9月期 10-12月期 31.1-3月期 4-6月期 R1.7-9月期 10-12月期 R2.1-3月期 4-6月期

全　国 2.4 2.4 2.5 2.4 2.4 2.4 2.3 2.2 2.4 2.8

北海道 2.9 2.6 2.8 2.8 2.8 3.0 2.1 2.4 2.5 3.3

青　森 2.8 2.7 2.5 2.5 3.0 2.5 2.3 2.7 3.1 2.8

岩　手 1.8 2.1 1.7 1.6 2.1 2.0 2.0 1.9 2.1 2.6

宮　城 2.6 2.5 2.6 2.5 2.7 2.4 2.5 2.6 2.6 2.9

秋　田 2.6 2.8 2.1 2.4 3.5 2.5 2.5 2.4 3.3 3.0

山　形 1.7 1.7 1.7 1.4 1.9 1.7 1.8 1.7 2.1 2.4

福　島 2.1 2.1 2.0 2.0 2.3 2.1 2.0 2.1 2.2 2.5

茨　城 2.2 2.3 2.1 2.2 2.4 2.6 2.3 2.1 2.4 2.5

栃　木 2.0 2.2 2.1 1.9 2.1 2.5 2.3 1.8 2.1 2.4

群　馬 2.0 2.3 1.9 2.2 2.3 2.4 2.3 2.2 2.3 2.1

埼　玉 2.5 2.3 2.3 2.2 2.4 2.5 2.2 2.0 2.4 3.0

千　葉 2.3 2.1 2.4 2.1 2.1 2.2 2.2 2.0 2.0 2.7

東　京 2.6 2.3 2.4 2.3 2.3 2.4 2.2 2.4 2.6 3.2

神奈川 2.3 2.1 2.3 2.1 2.3 2.3 2.1 1.7 2.1 3.1

新　潟 2.1 2.1 1.9 2.0 2.2 2.1 1.9 2.0 2.3 2.2

山　梨 2.0 2.0 1.5 2.2 1.8 2.4 2.0 1.8 1.3 2.0

長　野 1.7 1.9 1.4 1.8 2.1 2.1 1.6 1.8 2.1 1.9

富　山 1.8 1.7 1.6 1.7 1.8 1.7 1.4 1.7 1.8 1.9

石　川 1.5 1.6 1.4 1.5 1.6 1.8 1.6 1.5 1.6 1.8

福　井 1.4 1.4 1.6 1.2 1.2 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

岐　阜 1.4 1.3 1.4 1.0 1.2 1.4 1.5 1.2 1.2 1.4

静　岡 1.9 2.0 1.9 1.8 1.8 2.0 2.1 2.0 2.0 2.2

愛　知 1.7 1.9 1.8 1.8 1.6 1.9 1.9 2.1 1.8 2.3

三　重 1.2 1.2 1.3 1.0 0.9 1.1 1.5 1.3 1.1 1.4

滋　賀 2.1 1.9 2.3 1.8 1.8 2.2 1.8 1.8 2.0 2.1

京　都 2.5 2.3 2.5 2.3 2.9 2.4 2.2 2.1 2.7 2.7

大　阪 3.2 2.9 3.4 3.6 3.0 3.0 2.9 2.8 2.9 3.3

兵　庫 2.6 2.3 2.6 2.5 2.5 2.5 2.2 2.1 2.5 2.8

奈　良 2.4 1.9 2.7 2.4 1.7 2.1 2.4 1.9 2.4 2.5

和歌山 1.9 1.6 1.9 1.7 2.1 1.7 1.6 1.4 2.3 2.3

鳥　取 2.0 2.3 1.9 2.3 2.4 2.2 1.9 2.3 2.0 2.6

島　根 1.4 1.9 1.9 1.7 2.2 1.9 1.6 1.4 1.7 0.8

岡　山 2.3 2.3 2.2 2.3 2.7 2.3 2.3 2.0 2.2 2.0

広　島 2.4 2.4 2.4 2.4 2.5 2.4 2.3 2.2 2.3 2.2

山　口 1.8 1.8 1.9 2.0 1.6 2.0 1.8 1.7 1.3 1.9

徳　島 1.9 1.9 2.2 1.4 1.9 1.9 2.2 1.4 1.9 2.2

香　川 2.2 2.0 2.0 2.0 2.0 2.2 2.0 2.0 2.0 2.4

愛　媛 1.7 1.6 1.7 1.3 1.9 1.4 1.7 1.4 2.0 1.7

高　知 2.2 1.9 1.9 1.4 1.7 2.2 1.9 1.9 2.2 2.7

熊　本 2.7 2.7 2.6 2.2 2.8 3.3 2.6 2.1 2.7 3.3

大　分 2.2 2.0 1.8 2.2 2.0 2.3 1.5 1.8 2.0 2.3

宮　崎 1.3 1.6 1.4 0.9 1.4 1.4 2.0 1.4 2.1 2.0

鹿児島 2.4 2.4 2.5 2.6 2.3 2.3 2.7 2.6 2.1 2.8

福　岡 2.9 2.8 2.9 2.8 2.9 2.7 2.9 2.8 2.8 3.0

佐　賀 1.8 1.9 0.9 1.8 2.0 2.2 1.7 2.0 2.2 1.8

長　崎 2.2 2.2 2.2 1.9 2.0 2.4 2.2 2.0 2.1 2.6

沖　縄 3.4 2.7 3.3 3.1 2.5 2.7 2.9 2.7 3.0 3.5

（注）1.モデル推計値である。（都道府県別に表章するように標本設計を行っていないことから、全国の結果に比べ

　　　　　　 標本誤差が大きく、結果の利用に当たっては注意を要する。）

　　　2.毎年１－３月期平均公表時に、新たな結果を追加して再計算を行い、前年までの四半期平均及び年平均結果を

　　　 遡及改定している。
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